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第 26 回 川崎病全国調査 成績 

 

1．はじめに 

1970 年以来、2 年に 1 回の間隔で川崎病全国調査が実施されてきた（文献 1‒44 参照）。今回、

2021 年に実施された第 26 回川崎病全国調査の成績を報告する。第 26 回調査は、2019 年と 2020

年の 2 年間に全国で川崎病と診断された患者を対象とした。調査票に含まれた項目は次の通りで

ある。 

1） 従来の調査に準じる項目 

患者氏名のイニシアル、発病時患者住所（市区町村）、性別、出生年月日、初診年月日、診

断の確実度、不全型での主要症状の数、再発の有無、家族歴、死亡の有無、心障害の有無

（初診時、急性期、後遺症）、初診時病日、初回免疫グロブリン（IVIG）治療（不応例、ス

テロイド併用の有無とその内容、初回 IVIG 投与施設、投与量、投与方法）、初回 IVIG 投与

後の追加治療の内容（追加 IVIG、ステロイド、インフリキシマブ、免疫抑制剤、血漿交

換）、転院の有無 

2） 第 26 回調査で新たに加えられた項目 

BCG 接種歴と接種部位の発赤の有無、主要 6 症状の有無、新型コロナウィルス PCR 検査の有

無、冠動脈 Z スコアあるいは冠動脈径実測値 

2002 年に改訂されて以来、2019 年 5 月に「川崎病診断の手引き」が新たに改訂された（改訂

第 6 版）。第 26 回調査では、この改訂に関連する項目を調査票に加えた。さらに、2019 年末か

ら生じた新型コロナウィルスの世界的大流行を受けて、新型コロナウィルス PCR 検査が調査項目

として含まれることになった。 

これまでに得られた過去の調査成績と比較しながら結果の概要を報告する。 

 

 

2．方法 

従来の川崎病全国調査と同様に、小児科を標榜する 100 床以上の病院、および小児科のみを標

榜する 100 床未満の小児専門病院を調査対象とした。2019 年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日の

2 年間において川崎病と診断された初診患者の情報を収集した。第 25 回調査の対象機関の情報

を更新し、総計 1,745 の医療機関に調査協力を依頼した。 

調査は原則、調査票の郵送により実施した（添付の調査票様式参照）。川崎病のインターネッ

トサーベイランス（http://www.kawasaki-disease.net/kawasakidata/）に参加している一部の

施設には電子メールでも協力を依頼した。 

本調査は、自治医科大学臨床研究審査委員会（医学系倫理審査委員会）の承認を得て実施した

（2020 年 9 月 24 日、承認番号：臨大 20-085 号、課題名：第 26 回川崎病全国調査）。 

 

 

3．要旨 

3.1. 患者数・罹患率の年次推移 

今回の調査で報告された患者数は、2019 年が 17,347 人（男 9,830 人、女 7,517 人）、2020 年

が 11,173 人（男 6,406 人、女 4,767 人）であった。過去 25 回分の全国調査で報告された患者を

合わせて、2020 年 12 月 31 日までに本邦で川崎病と診断された患者は累計 423,758 人（男

244,343 人、女 179,415 人）となった。2019 年の患者数は 2018 年とほぼ同等だった一方で、

2020 年の患者数は 2019 年から 6,174 人減少した（前年比 35.6％の減少）。年齢別にみると、患

者数は 1 歳が最も多く、2 歳、0 歳がこれに次いだ。 
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2019 年の罹患率（0-4 歳人口 10 万対）は 2018 年を上回り、調査史上最高の 370.8（男

410.1、女 329.4）を記録した。2020 年は 238.8（男 267.3、女 208.9）に低下した。罹患率のピ

ークは月齢 9-11 か月（1 歳未満）にあり、患者数のピーク（1 歳）とは月・年齢が異なってい

た。 

 

3.2. 月別患者数の推移 

2019 年、2020 年ともに、冬（12-2 月）に患者数がピークを迎える傾向がみられた。2020 年で

は、男女ともに 10 月の患者数が過去 10 年間で最小（男 414 人、女 275 人）であった。2020 年 6

月以降の患者数は、2011-2019 年の患者数平均を一貫して下回った。 

 

3.3. 地域分布 

最も患者数が多かったのは、東京の 3,272 人で、次いで大阪 1,995 人、神奈川 1,947 人であっ

た。患者数が最も少なかったのは岩手の 133 人で、秋田 136 人、高知 143 人がこれに次いだ。

2019 年と 2020 年とでは患者数の上位・下位の順位に差異はほとんどみられなかった。 

回収率で補正した年次別、都道府県別の罹患率は、2019 年では山形 694.1、徳島 650.6、大分

587.6 の順に高く、2020 年では大分 449.5、岡山 428.6、鹿児島 382.3 の順に高かった。一方

で、罹患率の低い都道府県は、2019 年では沖縄 307.7、佐賀 315.6、長崎 349.0 の順に低く、

2020 年では岩手 185.5、宮崎 216.0、長崎 228.9 の順に低かった。 

 

3.4. 診断の確実度 

定型例が 22,978 人（80.6%）、不定型例が 355 人（1.2%）、不全型が 5,187 人（18.2%）であ

り、前回調査とほぼ同様の結果であった。 

 

3.5. 死亡例 

2019 年から 2020 年にかけて死亡例は 2 例（男 2 例、女 0 例）あり、死因はそれぞれ左室前壁

心筋梗塞（病理剖検診断）と急性心筋炎（疑い）であった。 

 

3.6. 心障害 

初診時、急性期（発病後 1 か月以内）、後遺症（発病後 1 か月）の 3 時点に分けて心障害の出

現頻度（割合）を検討した。初診時に心障害ありと診断された患者は 1,284 人（4.5%）で、男が

792 人（4.9%）、女が 492 人（4.0%）であった。冠動脈の小瘤が 899 人（3.15%）、中等瘤が 115

人（0.40%）、巨大瘤が 21 人（0.07%）、狭窄が 4 人（0.01%）、心筋梗塞が 1 人（0.01%以下）、弁

膜病変が 268 人（0.94%）であった。 

急性期に心障害ありと診断された患者は 2,361 人（8.3%）で、男が 1,472 人（9.1%）、女が

889 人（7.2%）であった。冠動脈の小瘤が 1,566 人（5.49%）、中等瘤が 328 人（1.15%）、巨大瘤

が 37 人（0.13%）、狭窄が 3 人（0.01%）、心筋梗塞が 4 人（0.01%）、弁膜病変が 503 人（1.76%）

であった。 

後遺症を有した患者は 727 人（2.5%）で、男が 458 人（2.8%）、女が 269 人（2.2%）であっ

た。冠動脈の小瘤が 411 人（1.44%）、中等瘤が 163 人（0.57%）、巨大瘤が 37 人（0.13%）、心筋

梗塞が 2 人（0.01%）、弁膜病変が 127 人（0.45%）であった。 

今回の調査より冠動脈病変の評価方法を改訂したが、初診時、急性期、後遺症のすべての時点

において、心障害の出現頻度は前回調査とほぼ同等であった。 

 

3.7. 初診時病日と初期治療開始時病日 

初診時病日は第 4 病日が 7,330 人（25.7%）で最も多く、18,134 人（63.6%）が第 4 病日まで

に受診していた。初回 IVIG 治療開始時病日は第 5 病日が 8,472 人（31.1%）で最も多かった。 
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3.8. 初回免疫グロブリン治療 

初回 IVIG 治療を受けた患者は 27,211 人（95.4%）であり、そのうち 5,541 人（20.4%）が不応

例であった。男、年長児に不応例の頻度が高い傾向がみられた。初回 IVIG は 2000mg/kg×1 日投

与が 25,713 人（94.5%）を占め、前回の調査結果よりも増加した。 

初回 IVIG 治療時にステロイドが併用された患者は 3,736 人（13.7%）であった。ステロイドパ

ルス療法が 702 人（18.8%）、ステロイドパルス療法以外が 3,117 人（83.4%）であった。 

 

3.9. 初回免疫グロブリン投与後の追加治療法 

初回 IVIG 不応例に対する追加 IVIG 投与の割合は 91.2%であり、ステロイド投与が 25.1%、イ

ンフリキシマブ投与が 13.8%、免疫抑制剤が 9.5%、血漿交換が 2.1%であった。インフリキシマ

ブは 2015 年以降に投与頻度が増加し、免疫抑制剤は 2019 年から 2020 年にかけて増加した。 

 

3.10. BCG 接種歴と接種部位の発赤 

BCG 接種歴のある患者は 25,340 人（88.8%）であり、このうち接種部位の発赤が認められた患

者は 12,141 人（48.2%）であった。生後 6 か月から 2 歳前後で出現しやすく、4 歳以上で出現し

にくい傾向がみられた。 

 

3.11. 主要症状の発疹と BCG 接種部位の発赤 

発疹を伴わず BCG 接種部位の発赤のみが認められた患者は 812 人（発疹を欠く症例全体の

21.8%）であった。生後 6 か月から 2 歳までの児に多い傾向がみられた。 

 

3.12.主要 6 症状 

発熱は 28,375 人（99.5%）の患者にみられ、ほぼ必発の主要症状であった。発熱以外の 5 症状

では、発疹（88.1%）、両眼球結膜の充血（86.9%）、口唇・口腔所見（86.1%）、四肢末端の変化

（80.2%）、急性期の非化膿性頸部リンパ節腫脹（71.6%）の順に出現頻度が高かった。 

 

3.13. 新型コロナウィルス PCR 検査 

新型コロナウィルス PCR 検査または抗原検査が実施された患者は 2,595 人（9.1%）であり、そ

のうち検査陽性と診断された患者は 4 人（0.2%）であった。すべて定型例であった。 

 

3.14. 冠動脈病変の評価における Z スコアと実測値の使用状況 

冠動脈病変（小瘤・中等瘤・巨大瘤のいずれか）を認めた患者 1,865 人のうち、Z スコアの基

準に基づいて評価された患者は 1,699 人（91.1%）であった。1 歳未満では 95.4%の患者が Z スコ

アで評価されていたが、年齢とともにその割合は低下する傾向がみられた。主に小瘤の評価にお

いて Z スコアが用いられていた。 

 

 

4．調査結果 

（1）従来の調査に準じる項目 

4.1. 回収率 （表 1） 

依頼状・調査票を送付した 1,756 の医療機関のうち、廃院や統廃合により調査協力が困難と回

答した 11 機関を除く 1,745 機関を調査対象とした。このうち 1,345 の医療機関から調査協力が

得られた（回収率 77.1％）。このうち 199 の医療機関は、調査事務局のホームページから調査票

をダウンロードし、Excel ファイルを用いて回答した。36 の医療機関は、川崎病インターネット

サーベイランスの患者ファイルを用いて回答した（参照 URL: http://www.kawasaki-
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disease.net/kawasakidata/）。この他の医療機関はすべて調査票の郵送により回答した。なお、

インターネットサーベイランスに参加登録されている医療機関のなかには調査票郵送により回答

した機関もある。 

回答があった 1,345 の医療機関のうち、904 機関（67.2％）が、2019‒2020 年にかけて少なく

とも 1 人以上の川崎病患者を診療したと回答した（転院や再受診による重複報告例は除く）。都

道府県による回答率には 54.2％（岩手県）から 93.3％（鳥取県）と幅があり、前回の調査と同

様であった。 

 

4.2. 患者数・罹患率の年次推移 （表 2・図 1・図 2） 

今回の調査では、総計 28,520 人（男 16,236 人、女 12,284 人）の患者が報告された。第 25 回

全国調査までに報告された患者数を合わせて、2020 年 12 月 31 日までに本邦で川崎病と診断さ

れ全国調査に報告された患者は累計 423,758 人（男 244,343 人、女 179,415 人）となった。これ

までの調査と今回の調査から得られた性別患者数、罹患率の年次推移を表 2 に示す。今回の調

査で報告された患者数は、2019 年が 17,347 人（男 9,830 人、女 7,517 人）、2020 年が 11,173 人

（男 6,406 人、女 4,767 人）であった。直前の第 25 回調査では 2018 年の患者数が 17,364 人と

過去最高を記録したが、2019 年ではこれとほぼ同等の患者数が報告された。ところが 2020 年で

は、患者数が前年（2019 年）から 6,174 人減少し、11,173 人（前年と比較して 35.6％の減少）

であった。新型コロナウィルスの世界的流行に伴う社会的変化が川崎病の罹患に影響を与えた可

能性がある。 

罹患率（0-4 歳人口 10 万対）は、2019 年が 370.8（男 410.1、女 329.4）と、前年（2018 年）

を上回り、第 1 回調査以来過去最高を記録した。2020 年は患者数の減少を反映して、罹患率は

238.8（男 267.3、女 208.9）に低下した。2019 年と 2020 年における罹患率の性比（男/女）は

それぞれ 1.25、1.28 であり、例年通り、男の罹患者が多いという結果であった。罹患率の算出

には人口動態統計を用いた（表 2 の脚注に詳細を記す）。 

患者数の年次推移を図 1 に示す。1979 年、1982 年、1986 年の 3 回にわたる全国規模の流行の

後、1995 年頃より年々患者数の増加が続き、2018‒2019 年にピークを迎えた。2010 年以降の年

次患者数は 12,000 人を超え、1986 年の 3 回目の流行時に匹敵する患者数となった。2012 年には

1979 年の 1 回目の流行の約 2 倍となった。さらに 2013 年以降は 15,000 人を超え、1982 年の 2

回目の流行時の患者数を超えた。20 年近く増加し続けていた患者数は 2018‒2019 年に 17,000 人

を超えてピークを迎えたが、2020 年に大きく減少した。 

罹患率の年次推移を図 2 に示す。近年の罹患率は増加傾向を示し、前述のように 2019 年に

370.8（男 410.1、女 329.4）と、史上最高値を観測した。ところが 2020 年の罹患率は大きく低

下し、238.8 であった。 

【付記】重複報告された患者の除外基準 

報告患者のうち、氏名イニシアル、性、出生年月日、住所市区町村を照合して、重複報告例

（2 か所以上の医療機関から報告された例）を特定した（2,450 人を確認）。さらに、再発例（両

者の初診日が 1 か月以上あいている場合）か、あるいは別人（住所府県が異なる等）かの確認を

行い、最終的に 1,700 人の重複報告例を特定した（再発例が 741 人、別人が 9 人）。重複報告例

のうち、初診年月日が早かった 846 人を今回の報告患者として取り扱った。重複報告例：854 人

の調査票（同一人物の患者情報）を 1 例ずつ慎重に再確認し、重症度の高い所見・情報をデータ

ベース上で統一した。 

 

4.3. 月別患者数の推移 （図 3・図 4） 

性別、月別患者数の推移を図 3 に示す。すべての月で男の患者が多かった。患者数が減少し

た 2020 年を含めて、冬（12-2 月）に患者数がピークを迎える傾向がみられた。2011-2015 年は

秋（9-10 月）に患者数が減少する傾向を認めていたが、2016 年以降ではそれとは異なる季節性

を示しているようにみえる。2020 年では、男女ともに 10 月の患者数が過去 10 年間で最小（男

414 人、女 275 人）であったがその後は冬にかけて増加を認めている。 

2011-2019 年の月別患者数（平均）と 2020 年の月別患者数との比較を図 4 に示す。2011-2019

年の患者数（平均）は、2 月と 9 月にくぼみがある曲線を呈した。一方で 2020 年の患者数は、3
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月以降に大きく減少し、6-10 月にかけて横ばい傾向となった後、1 月に向けて再び増加傾向を示

した。2020 年 6 月以降の患者数は、2011-2019 年の患者数平均を一貫して下回った。 

 

4.4. 性・年齢分布 （表 3・図 5・図 6） 

第 26 回調査（2019-2020 年）の報告患者（総計 28,520 人）の年齢別、性別患者数、罹患率を

表 3 に示す。男が全体の 56.9%（16,236 人）を占め、0-4 歳（4 歳以下）が全体の 87.6%

（24,978 人）を占めた。2019 年と 2020 年の年齢別の患者数を図 5 に示す。両年ともに 1 歳の

患者数がもっとも多く、2 歳、0 歳がこれに次いだ。 

月・年齢別罹患率（人口 10 万対）を観察すると（表 3）、月齢 9-11 か月が最も高く、2019 年

は 600.5、2020 年は 388.5 であった。2019 年と 2020 年の性別・年齢別罹患率を図 6 に示す。

2019 年と比較して 2020 年の罹患率は大きく減少したが、両年ともに罹患率のピークは月齢 9-11

か月にあり、罹患率の月・年齢分布状況はおおむね過去の調査結果と同様であった。患者数は 1

歳・2 歳児に多い一方で、罹患率は 1 歳未満が高いという結果であった。 

 

4.5. 地域分布 （表 4・図 7） 

都道県別、年次別、性別患者数及び罹患率（0-4 歳人口 10 万対）を表 4 に示す。患者数が最

も多かったのは、東京の 3,272 人で、次いで大阪 1,995 人、神奈川 1,947 人、愛知 1,823 人、埼

玉 1,807 人であった。一方、患者数が最も少なかったのは岩手の 133 人で、秋田 136 人、高知

143 人、佐賀 147 人、鳥取 150 人がこれに次いだ。2019 年と 2020 年とを比較すると、患者数の

順位に差異はほとんどみられなかった。 

回収率で補正した年次別、都道府県別の罹患率は、2019 年では山形 694.1、徳島 650.6、大分

587.6 の順に高く、2020 年では大分 449.5、岡山 428.6、鹿児島 382.3 の順に高かった。一方

で、罹患率の低い都道府県は、2019 年では沖縄 307.7、佐賀 315.6、長崎 349.0 の順に低く、

2020 年では岩手 185.5、宮崎 216.0、長崎 228.9 の順に低かった。 

2019 年と 2020 年の都道府県別罹患率（階級区分別）を図 7 に示す。罹患率の低い都道府県は

両年でほぼ同じだが、罹患率の高い都道府県は異なる傾向がみられた。 

 

4.6. 診断の確実度 （表 5・表 6・表 7・図 8） 

川崎病診断の手引き改訂第 6 版（2019 年 5 月）に基づく診断の確実度は次の通りである。 

(1) 定型例 6 つの主要症状のうち 5 症状以上を呈する例（確実Ａ） 

(2) 不定型例 6 つの主要症状のうち 4 症状しか呈さないが、他の疾患が否定され、 

経過中に断層心エコー法で冠動脈病変が認められる例（確実Ｂ） 

(3) 不全型川崎病  6 つの主要症状のうち 4 症状以下の症状を呈し、他の疾患が否定され、 

参考条項から川崎病がもっとも考えられる例（不全型） 

定型例が 22,978 人（80.6%）、不定型例が 355 人（1.2%）、不全型が 5,187 人（18.2%）であ

り、前回調査とほぼ同様の結果であった（表 5）。不全型の主要症状の数は 4 個が 3,629 人

（70.0%）で最も多く、次いで 3 個（24.1%）、2 個（5.4%）であった。主要症状の数の分布に性

差はなく、これも前回調査と同様の結果であった（表 6）。 

診断の確実度の年次比較（2019 年と 2020 年）を表 7 に示す。4 症状以下の患者の割合は 2019

年が 18.9%（3,275 人）に対して 2020 年は 20.3%（2,267 人）であった。不定型例と不全型の年

次推移を図 8 に示す。1990 年以降、不全型の割合が増加傾向にあったが 2018 年（21.0%）から

2019 年（17.7%）にかけて減少を認めた。一方、不定型例では 1991 年以降、緩やかな減少傾向

がみられる。2019 年以降の不定型例・不全例の割合減少は、診断の手引き改訂の影響を反映し

ている可能性がある。 

 

4.7. 再発例 （表 8） 

再発例は 1,288 人（4.5%）で、男が 769 人（4.7%）、女は 519 人（4.2%）であり、前回の調査

成績と同様の結果であった。再発例の割合は、2019 年と 2020 年とでほとんど差はみられなかっ

た（2019 年：4.4%、2020 年：4.7%）。 
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4.8. 家族歴（同胞例・両親の川崎病の既往） （表 9・表 10・表 11） 

兄弟あるいは姉妹に川崎病の既往がある患者（同胞例）は 669 人（2.3%）で、男が 388 人

（2.4%）、女は 281 人（2.3%）であった（表 9）。 

父親あるいは母親いずれかに川崎病の既往歴があった患者は 455 人（1.6%）であった（表

10）。性別、月・年齢別、診断別にみても明らかな差は認めなかった。両親のいずれかに川崎病

の既往があった患者のうち、父親にのみ既往があった患者が 223 人（49.0%）、母親にのみ既往が

あった患者が 227 人（49.9%）、父母ともに既往があった患者は 5 人（1.1%）であった（表 11）。 

 

4.9. 死亡例 （表 12） 

2019 年から 2020 年にかけて死亡例は 2 例（男 2 例、女 0 例）あり、死亡時の年齢はそれぞれ

2 歳 4 か月と 3 歳 9 か月であった。2 例ともに診断の確実度は定型例であり、死因はそれぞれ左

室前壁心筋梗塞（病理剖検診断）と急性心筋炎（疑い）であった。 

 

4.10. 心障害 （表 13・図 9・図 10） 

従来の全国調査は、冠動脈病変を「拡大・瘤・巨大瘤」の 3 つのカテゴリ－に分類し、それぞ

れについて「あり/なし」の二値（名義尺度）で病変の有無を評価していた。今回の第 26 回調査

ではこの様式を改訂した。冠動脈病変の評価には、実臨床において (1) 冠動脈内径の実測値

（mm）あるいは (2) Z スコアのいずれかが用いられているため、今回の調査では、実測値ある

いは Z スコアのいずれかの数値（連続尺度）に基づき病変の有無を評価した。心エコー検査が複

数回施行された場合は、実測値、Z スコアともに測定された最大径（最大スコア）を評価した。

冠動脈病変を次の基準で分類した。 

 

 
Z スコア 実測値（冠動脈内径） 

分類 年齢は関係なし 
5 歳未満を下記の基準で分類する 

（ただし巨大瘤は 5 歳以上でも基準を満たす） 

1．小瘤 +2.5 ～ +4.9 3.0 mm ～ 3.9 mm 

2．中等瘤 +5.0 ～ +9.9 4.0 mm ～ 7.9 mm 

3．巨大瘤 +10 以上 8 mm 以上 

 

初診時、急性期（発病後 1 か月以内）、後遺症（発病後 1 か月）の 3 時点に分けて心障害の出

現頻度（割合）を検討した。 

初診時に心障害ありと診断された患者は 1,284 人（4.5%）で、男が 792 人（4.9%）、女が 492

人（4.0%）であった。心障害の診断分類別に観察すると、冠動脈の小瘤が 899 人（3.15%）、中等

瘤が 115 人（0.40%）、巨大瘤が 21 人（0.07%）、狭窄が 4 人（0.01%）、心筋梗塞が 1 人（0.01%未

満）、弁膜病変が 268 人（0.94%）であった。性別に観察すると、弁膜症以外の病変は男での出現

頻度が高かった。年齢別に観察すると、巨大瘤と弁膜病変の出現頻度は 2 歳以上で高かった。不

定型例ではすべての心障害の出現頻度が高かった。 

急性期に心障害ありと診断された患者は 2,361 人（8.3%）で、男が 1,472 人（9.1%）、女が

889 人（7.2%）であった。診断分類別に観察すると、冠動脈の小瘤が 1,566 人（5.49%）、中等瘤

が 328 人（1.15%）、巨大瘤が 37 人（0.13%）、狭窄が 3 人（0.01%）、心筋梗塞が 4 人（0.01%）、

弁膜病変が 503 人（1.76%）であった。性別に観察すると、弁膜病変以外の病変は男での出現頻

度が高かった。年齢別に観察すると、巨大瘤と心筋梗塞の出現頻度は 2 歳以上で高かった。不定

型例ではすべての心障害の出現頻度が高かった。 

後遺症のある患者は 727 人（2.5%）で、男が 458 人（2.8%）、女が 269 人（2.2%）であった。

心障害の診断分類別に観察すると、冠動脈の小瘤が 411 人（1.44%）、中等瘤が 163 人（0.57%）、

巨大瘤が 37 人（0.13%）、心筋梗塞が 2 人（0.01%）、弁膜病変が 127 人（0.45%）であった。性別

に観察すると、弁膜病変以外は男での出現頻度が高かった。年齢別に観察すると、巨大瘤と弁膜

病変の出現頻度は 2 歳以上で高かった。不定型例ではすべての心障害の出現頻度が高かった。 
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川崎病による心障害の出現頻度は、初診時（4.5%）から急性期にかけて約 2 倍に増加し

（8.3%）、後遺症では初診時の約半分（2.5%）まで減少した。冠動脈小瘤・中等瘤、弁膜病変で

はこの傾向がみられたが、冠動脈巨大瘤のみ傾向が異なっており、初診時（0.07%）から急性期

（0.13%）と後遺症（0.13%）にかけて出現頻度が増加した。 

性別、年齢別の心障害の出現頻度を図 9 に示す。心障害の出現頻度は若年児と年長児で高い

傾向がみられた。 

今回の調査より冠動脈病変の評価方法を改訂したが、初診時、急性期、後遺症のすべての時点

において、心障害の出現頻度は前回調査とほぼ同等であった（図 10）。急性期における心障害の

出現頻度は、第 15 回調査（1997-1998 年）では 20.1%であったがその後著明に減少し、第 26 回

調査では 2.5%まで低下した。後遺症の出現頻度も同様に、7.0%から 2.5%まで低下した。 

 

4.11. 初診時病日及び初回免疫グロブリン治療開始時病日 （表 14） 

患者の初診時病日は第 4 病日が 7,330 人（25.7%）で最も多く、18,134 人（63.6%）が発症か

ら第 4 病日までに受診していた（表 14）。初診日の中央値は第 4 病日であり、第 15 回調査

（1997-1998 年）以降、変化していない。2 歳未満と 2 歳以上に分類すると、2 歳未満では 67.7%

が第 4 病日までに受診していたが、2 歳以上では 60.1%にとどまっており、年長児で受診が遅れ

る傾向がみられた。初診時病日は、2019 年と 2020 年との間で分布に差はみられなかった。 

初回 IVIG 治療開始時病日は第 5 病日が 8,472 人（31.1%）で最も多かった。2 歳未満では

75.5%が第 5 病日までに初回 IVIG 治療を開始されていたが、2 歳以上では 65.7%であり、2 歳未

満でより早期に IVIG 治療が開始される傾向がみられた。2019 年と 2020 年との間で初回 IVIG 治

療開始時病日の分布に差はみられなかった。 

 

4.12. 初回免疫グロブリン治療とステロイド併用 （表 15～表 20・図 11・図 12） 

初回 IVIG 治療を受けた患者は 27,215 人（95.4%）であり、男が 15,471 人（95.3%）、女が

11,744 人（95.6%）であった（表 15）。 

初回 IVIG 治療を受けた患者のうち、5,541 人（20.4%）が不応例であり、前回調査の 19.7%を

上回った（表 16）。性別の観察では男（21.4%）に不応例が多く、月・年齢別の観察では年長児

に不応例が多かった。第 21 回調査（2009-2010 年）以降の初回 IVIG 治療不応例の患者数とその

割合を図 11 に示す。2009 年から 2019 年にかけて、初回 IVIG 治療不応例とその割合は増加傾向

にある。2020 年は治療不応例の患者数が減少したものの、治療不応の割合は過去最高値

（21.8%）を観測した。 

初回 IVIG 治療時にステロイドが併用された患者は 3,736 人（13.7%）であった（表 17）。ステ

ロイドが併用された患者はやや男に多く（14.1%）、年齢が高くなるほどステロイドが併用される

頻度が高くなる傾向がみられた。診断別では、定型例 3,211 人（14.3%）、不定型例 42 人

（12.5%）、不全型 483 人（10.8%）に初回 IVIG＋ステロイド併用療法が施行された。 

ステロイド併用の内容は、ステロイドパルス療法が 702 人（18.8%）、ステロイドパルス療法以

外が 3,117 人（83.4%）であった（1 人の患者に両方の治療を施行した例が存在するため、合計

は総数を超える）。ステロイドパルス療法が施行された患者はやや女に多い一方で（19.7%）、ス

テロイドパルス療法以外は男で多かった（84.0%）。年齢別では 10 歳以上（93.0%）、診断別では

不定型例（92.9%）においてステロイドパルス療法以外が選択される傾向がみられた。 

第 22 回調査（2011-2012 年）以降の初回 IVIG＋ステロイド併用療法の年次推移を図 12 に示

す。ステロイド併用療法は、2011 年には初回 IVIG 使用例全体の 3.2%にとどまっていたがその後

に増加し、2016 年以降は全体の 13%程度で横ばい傾向となっている。ステロイド併用療法のおよ

そ 85%はステロイドパルス療法以外が選択されており、ステロイドパルス療法は 2011 年以降も

割合はほとんど増加していない。 

報告施設で初回 IVIG 療法を受けた患者は 26,578 人（97.7%）であった（表 18）。 

初回 IVIG の 1 日あたりの投与量は、1900-2099mg/kg の患者が最も多く 26,275 人（96.6%）で

あり、次いで 900-1099mg/kg が 468 人（1.72%）であった（表 19）。投与期間は 1 日が最も多く

26,839 人（98.7%）であり、次いで 2 日間の 356 人（1.3%）であった。2000mg/kg1×1 日投与が

25,713 人（94.5%）を占め、前回の調査結果よりも増加した。初回 IVIG 投与量は、性別による

差は認められなかった一方で、5 歳以上では減少する傾向がみられた（表 20）。  
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4.13. 初回免疫グロブリン投与後の追加治療法 （表 21・表 22・図 13） 

初回 IVIG 投与を受けた 27,202 人のうち、追加 IVIG 投与（再燃時の IVIG 投与を含む）を受け

た患者は 6,149 人（22.6%）であった（表 21）。性別では男に多く、2 歳未満と 2 歳以上に分け

てみると 2 歳以上で多かった。診断別では不定型例が多かった。 

追加治療としてのステロイドは 1,853 人（6.81%）に投与された。性別では男に多く、2 歳未

満と 2 歳以上に分けてみると、2 歳以上が多かった。診断別では定型例が多かった。 

インフリキシマブは 823 人（3.03%）に投与された。性別では男に多く、2 歳未満と 2 歳以上

に分けてみると、2 歳以上が多かった。診断別では不定型例で多かった。 

追加治療としての免疫抑制剤は 603 人（2.22%）に投与された。性別では男に多く、2 歳未満

と 2 歳以上に分けてみても明らかな差はなかった。診断別では不定型例が多かった。 

血漿交換は 122 人（0.45%）に施行された。性別では男に多く、2 歳未満と 2 歳以上にわけて

みると、ほぼ同等の割合だった。診断別では不定型例が多かった。 

初回 IVIG 不応例に対する追加治療の内容を観察したところ（表 22）、追加 IVIG 投与が 5,055

人（91.2%）に施行されていた。性別では女に多く、2 歳未満と 2 歳以上に分けてみると、2 歳未

満で多かった。診断別では不定型例が多かった。 

初回 IVIG 不応例に対するステロイド投与 1,390 人（25.1%）に施行された。性別では男に多

く、2 歳未満と 2 歳以上に分けてみると、2 歳未満で多かった。診断別では不全型に多かった。 

初回 IVIG 不応例に対するインフリキシマブは 763 人（13.8%）に投与され、前回調査より 1%

増加した。性別では男に多く、2 歳未満と 2 歳以上に分けてみると、2 歳以上が多かった。診断

別では不定型例が多かった。 

初回 IVIG 不応例に対する免疫抑制剤投与は 525 人（9.5%）に施行され、前回調査より 3%増加

した。性別では女に多く、2 歳未満と 2 歳以上に分けてみると、2 歳未満が多かった。診断別で

は不定型例が多かった。 

初回 IVIG 不応例に対する血漿交換療法は 114 人（2.1%）に施行された。性別では男が多く、2

歳未満と 2 歳以上に分けてみると、2 歳未満がやや多かった。診断別では不定型例が多かった。 

第 20 回調査（2007-2008 年）以降の初回 IVIG 投与後追加治療法のインフリキシマブ投与、免

疫抑制剤投与、血漿交換療法の年次推移を図 13 に示す。インフリキシマブは 2015 年以降に投

与割合が急増し、直近の 2020 年では初回 IVIG 投与例数全体の 3.4%に投与されている。免疫抑

制剤は 2019 年から 2020 年にかけて急増し、直近の 2020 年では初回 IVIG 治療を受けた患者全体

の 2.9%に投与されている。血漿交換療法は 2009 年以降 0.5%程度を横ばいのまま推移している。 

 

4.14. 転院 （表 23） 

転院ありの患者は 1,445 人（5.1%）であった。性別の観察では、男が 890 人（5.5%）で、女が

555 人（4.5%）であった。月・年齢別の観察では、0-5 か月と 10 歳以上で転院の割合が高い傾向

がみられた。心障害の有無別の観察では、初診時、急性期、後遺症のいずれの時期でも心障害あ

りの患者で転院の割合が高かった。診断別の観察では不定型例で転院の割合が高かった。 

 

（2）第 26 回調査で新たに加えられた項目 

4.15. BCG 接種歴と接種部位の発赤 （表 24） 

BCG 接種歴のある患者は 25,340 人（88.8%）であった。接種歴のある患者の割合は性別に差は

なかったが、月・年齢別に観察すると 0－5 か月児で少なかった（21.6%）。月・年齢が高くなる

につれて、接種歴が不明の患者の割合が大きくなる傾向がみられた。診断別に観察すると、不定

型例では定型例・不全型と比較して BCG 接種歴のある患者の割合が低かった（79.2%）。 

BCG 接種歴のある患者のうち、接種部位の発赤が認められた患者は 12,141 人（48.2%）であっ

た。接種部位の発赤が認められた患者の割合は、男にやや多かった（49.5%）。2 歳以下の年齢層

で接種部位の発赤が出現しやすい傾向がみられた一方で、4 歳以上の年齢層では出現しにくい傾

向がみられた。不全例では接種部位の発赤が出現する割合が低かった（39.9%）。 
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4.16. 発疹と BCG 接種部位の発赤 （表 25・図 14） 

2019 年 5 月に新たに改訂された川崎病診断の手引き（改訂第 6 版）において、BCG 接種部位の

発赤が主要症状の「発疹」に含まれることになった。そのため本調査では、発疹の有無と BCG 接

種部位発赤の有無との関係を検討した（表 25）。BCG 接種歴のある患者のうち、発疹が認められ

なかったのは 3,728 人（14.8%）であった。このうち BCG 接種部位の発赤が認められた患者は

812 人（21.8%）であった。この 812 人（すなわち、発疹を伴わず BCG 接種部位の発赤のみが認

められた患者）の分布を図 14 に示す。発疹を伴わず BCG 接種部位の発赤のみが認められた患者

は、生後 6 か月から 2 歳までの月・年齢層の児において頻度が高い傾向がみられた。 

 

4.17.川崎病の主要 6 症状 （表 26・図 15） 

主要 6 症状の分布を表 26 に示す。発熱は 28,375 人（99.5%）の患者にみられ、ほぼ必発の主

要症状であった。発熱に次いで、発疹（88.1%）、両眼球結膜の充血（86.9%）、口唇・口腔所見

（86.1%）、四肢末端の変化（80.2%）、急性期の非化膿性頸部リンパ節腫脹（71.6%）の順に症状

の出現頻度が高かった。年齢別の主要 6 症状の出現頻度を図 15 に示す。発熱はすべての年齢層

においてほぼ 100%の割合で認められた。急性期の非化膿性頸部リンパ節腫脹は、1 歳未満では

60%に満たない出現頻度だが、年齢が高くなるにつれて頻度が上昇する傾向がみられた。発疹

（BCG 接種部位の発赤を含む）は 3 歳未満で出現頻度が高い傾向がみられた。 

 

4.18. 新型コロナウィルス PCR 検査 （表 27） 

新型コロナウィルス（SARS-CoV-2）の PCR 検査または抗原検査が実施された患者は 2,595 人

（9.1%）であった。この検査陽性と診断された患者（Coronavirus 2019: COVID-19）は 4 人

（0.2%）であった。COVID-19 患者はすべて男で、診断型はすべて定型例であった。 

 

4.19. 冠動脈病変の評価における Z スコアと実測値の使用状況 （表 28・表 29） 

冠動脈病変（小瘤・中等瘤・巨大瘤のいずれか）を認めた患者 1,865 人のうち、Z スコアの基

準に基づいて評価された患者は 1,699 人（91.1%）であった（表 28）。なお、Z スコアと実測値

の両方が調査票に記されていた場合は、Z スコアを優先して集計した。1 歳未満では 95.4%の患

者が Z スコアにより評価されていたが、年齢とともにその割合は低下する傾向がみられた。冠動

脈拡張の大きさ別に観察したところ（表 29）、主に小瘤の評価において Z スコアが用いられてい

た。 
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都道府県
調査対象数
（医療機関）

回答あり 回答なし
報告患者

あり*
回収率 報告患者数

01　北海道

02　青森県

03　岩手県

04　宮城県

05　秋田県

06　山形県

07　福島県

08　茨城県

09　栃木県

10　群馬県

11　埼玉県

12　千葉県

13　東京都

14　神奈川県

15　新潟県

16  富山県

17　石川県

18　福井県

19　山梨県

20　長野県

21　岐阜県

22　静岡県

23　愛知県

24　三重県

25　滋賀県

26　京都府

27　大阪府

28　兵庫県

29　奈良県

30　和歌山県

31　鳥取県

32　島根県

33　岡山県

34　広島県

35　山口県

36　徳島県

37　香川県

38　愛媛県

39　高知県

40　福岡県

41　佐賀県

42　長崎県

43　熊本県

44　大分県

45　宮崎県

46　鹿児島県

47　沖縄県

総 計

［表1］　第26回川崎病全国調査　都道府県別の回収率

*2019～2020年にかけて少なくとも１人以上の川崎病患者を診療したと回答した医療機関の数（重複報告例は除く）。
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計 男 女 計 男 女

 ～1964   －

  －

  －

総 計 ― ― ―

*罹患率の計算には人口動態統計の分母に用いる日本人人口を用いた（参照 e-Stat：人口動態調査/人口動態統計/確定数/人口；年次・性・
年齢別人口；2019年；公開日2021/3/31）。22021年9月現在、2020年の人口が未公開であったため、2020年の罹患率は2019年の人口を代用し
て算出した。2018年の罹患率は2018年の人口を用いているため前回（第2５回）の調査成績の値から更新した。

［表2］　性別の患者数、罹患率、死亡数、致命率の年次推移

暦 年
患  者  数 0-4歳人口10万対年間罹患率* 死亡数

（致命率％）
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総 数 罹患率* 男 女 総 数 罹患率* 男 女 総 数 罹患率* 男 女

総 数**　

0－2か月

3－5か月

6－8か月

9－11か月

12－14か月

15－17か月

18－20か月

21－23か月

24－29か月

30－35か月

36－41か月

42－47か月

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

*罹患率の計算には2019年人口動態統計の分母に用いる日本人人口を用いた（詳細は表1の脚注を参照）。
**総数の罹患率の計算には0-4歳日本人人口を用いた。分母は2019年の人口（2年間）を用いた。

［表3］　月・年齢別、年次別、性別の患者数および罹患率（人口10万対）

月・年齢

患者数

総 数 2019年 2020年
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総 数 男 女 総 数 男 女 総 数 男 女 総 数 男 女

全 国**

01 北海道

02 青森県

03 岩手県

04 宮城県

05 秋田県

06 山形県

07 福島県

08 茨城県

09 栃木県

10 群馬県

11 埼玉県

12 千葉県

13 東京都

14 神奈川県

15 新潟県

16 富山県

17 石川県

18 福井県

19 山梨県

20 長野県

21 岐阜県

22 静岡県

23 愛知県

24 三重県

25 滋賀県

26 京都府

27 大阪府

28 兵庫県

29 奈良県

30 和歌山県

31 鳥取県

32 島根県

33 岡山県

34 広島県

35 山口県

36 徳島県

37 香川県

38 愛媛県

39 高知県

40 福岡県

41 佐賀県

42 長崎県

43 熊本県

44 大分県

45 宮崎県

46 鹿児島県

47 沖縄県

48 国 外 ― ― ― ―

不 明 ― ― ― ―

［表４］　都道府県別、年次別、性別の患者数および罹患率　(0-4歳人口10万対)

2019年 2020年

患者数
罹患率*

患者数
罹患率*

2017年 2018年

*都道府県別罹患率は2017-2018年は2018年住民基本台帳人口、2019-2020年は2020年住民基本台帳人口の0-4歳人口を用いて計算した。
**全国の罹患率は各年次の推計人口を用いて計算した（ただし前回調査時より2018年は修正、2020年は2019年の推計人口を使用）。

罹患率* 罹患率*
患者数患者数
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男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳 ―

10歳以上

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳 ―

4歳

5歳

6歳 ―

7歳 ―

8歳

9歳 ―

10歳以上

2019年

2020年

2019年

2020年

［表5］　性別、月年齢別の診断の確実度

総 数（％） 定型例（％） 不定型例（％） 不全型(％)

総 数

性

月
・
年
齢

患者数*
（不全型のみ）

（％） 1個 2個 3個 4個

主要症状の数（％）

［表6］　不全型の主要症状の数（性別、月年齢別）

不全型(％)

総 数

性

月
・
年
齢

［表7］　診断の確実度の年次比較　（2019年・2020年）

定型例（％） 不定型例（％）

*主要症候の数が不明だった2名を分析から除外した。

暦年

総数（％） ５症状以上 ４症状以下

総 数

暦年

主要症状の数（再掲）

総 数（％）

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳 ―

10歳以上

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳 ―

4歳

5歳

6歳 ―

7歳 ―

8歳

9歳 ―

10歳以上

2019年

2020年

2019年

2020年

［表5］　性別、月年齢別の診断の確実度

総 数（％） 定型例（％） 不定型例（％） 不全型(％)

総 数

性

月
・
年
齢

患者数*
（不全型のみ）

（％） 1個 2個 3個 4個

主要症状の数（％）

［表6］　不全型の主要症状の数（性別、月年齢別）

不全型(％)

総 数

性

月
・
年
齢

［表7］　診断の確実度の年次比較　（2019年・2020年）

定型例（％） 不定型例（％）

*主要症候の数が不明だった2名を分析から除外した。

暦年

総数（％） ５症状以上 ４症状以下

総 数

暦年

主要症状の数（再掲）

総 数（％）

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳 ―

10歳以上

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳 ―

4歳

5歳

6歳 ―

7歳 ―

8歳

9歳 ―

10歳以上

2019年

2020年

2019年

2020年

［表5］　性別、月年齢別の診断の確実度

総 数（％） 定型例（％） 不定型例（％） 不全型(％)

総 数

性

月
・
年
齢

患者数*
（不全型のみ）

（％） 1個 2個 3個 4個

主要症状の数（％）

［表6］　不全型の主要症状の数（性別、月年齢別）

不全型(％)

総 数

性

月
・
年
齢

［表7］　診断の確実度の年次比較　（2019年・2020年）

定型例（％） 不定型例（％）

*主要症候の数が不明だった2名を分析から除外した。

暦年

総数（％） ５症状以上 ４症状以下

総 数

暦年

主要症状の数（再掲）

総 数（％）
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男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

定型例

不定型例

不全型

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

定型例

不定型例

不全型

総 数

性

月
・
年
齢

診
断

*同胞例＝川崎病の兄弟・姉妹の有無（あり/なし）と定義した。

総 数（％）
川崎病同胞例*

あり （％）
川崎病同胞例

なし （％）

［表8］　性別、月・年齢別の川崎病 再発例

総 数（％）
川崎病 再発

あり （％）
川崎病 再発

なし （％）

総 数*

性

月
・
年
齢

診
断

*再発の有無が不明だった3名を分析から除外した。

［表9］　性別、月・年齢別の川崎病 同胞例
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男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上 　―

定型例

不定型例

不全型

男

女

0歳

1－4歳

5－9歳

10歳以上 　― 　― 　― 　―

定型例

不定型例 　―

不全型

総 数

性

月
・
年
齢

診
断

*両親の既往＝父母いずれかの川崎病罹患の有無（あり/なし）と定義した。

［表10］　性別、月・年齢別の両親の川崎病既往歴

総 数 （％）
両親の既往*

あり （％）
両親の既往
なし （％）

年
齢

［表11］　性別、年齢別の両親の川崎病既往歴の詳細 （既往のある症例のみ）

総 数（％）
両親の既往歴

父
（％）

両親の既往歴
母

（％）

両親の既往歴
父母の両方

（％）

診
断

総 数

性

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上 　―

定型例

不定型例

不全型

男

女

0歳

1－4歳

5－9歳

10歳以上 　― 　― 　― 　―

定型例

不定型例 　―

不全型

総 数

性

月
・
年
齢

診
断

*両親の既往＝父母いずれかの川崎病罹患の有無（あり/なし）と定義した。

［表10］　性別、月・年齢別の両親の川崎病既往歴

総 数 （％）
両親の既往*

あり （％）
両親の既往
なし （％）

年
齢

［表11］　性別、年齢別の両親の川崎病既往歴の詳細 （既往のある症例のみ）

総 数（％）
両親の既往歴

父
（％）

両親の既往歴
母

（％）

両親の既往歴
父母の両方

（％）

診
断

総 数

性
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初診年 性 診 断 初診時年齢 死亡時年齢
初回IVIG
反応性

剖 検

症例 １ 男 定型例 1歳7月 2歳4月 不応 あり

症例 ２ 男 定型例 3歳9月 3歳9月 不応 なし

** 死亡前日夜間より左室収縮不全を認めカテコラミン開始後に高次医療機関に転院したがまもなく心肺停止となり死亡。冠動脈病変の合併は不詳。

左室収縮不全あり 急性心筋炎の疑い**

［表12］　死亡例の情報　（2例）

心障害の有無 死亡原因

急性期冠動脈瘤あり
（Z score=3.2）

川崎病による左室前壁心筋梗塞*

*   病理剖検診断

小瘤
（％）

中等瘤
（％）

巨大瘤
（％）

―

―

―

― ―

―

― ―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

*冠動脈病変、狭窄、心筋梗塞、弁膜病変のいずれかを認める（１人の患者で複数の心障害ありの場合がある）。
**Zスコアあるいは実測値に基づく評価（評価基準は本文中に記載した通り）。
急性期は川崎病の発病後１か月以内、後遺症は発病後１か月後（発病後30日前後で実施された心エコー評価）と定義した。

総　数
(％)

狭窄
（％）

心筋梗塞
（％）

弁膜病変
（％）

冠動脈病変**心障害*
あり
(％)

診
断

定型例

不定型例

不全型

急
性
期

総　　数

初
診
時

総　　数

性
男

女

年
齢

2歳未満

2歳以上

不定型例

不全型

年
齢

2歳未満

性
男

女

［表13］　種類別、性別、年齢別、診断別の心障害の出現頻度

後
遺
症

総　　数

性
男

女

年
齢

2歳未満

2歳以上

診
断

定型例

不定型例

不全型

2歳以上

診
断

定型例



−20−

総   数　

第 1病日　

第 2病日　

第 3病日　

第 4病日　

第 5病日　

第 6病日　

第 7病日　

第 8病日　

第 9病日　

第10病日以上　

総   数　

第 1病日　

第 2病日　

第 3病日　

第 4病日　

第 5病日　

第 6病日　

第 7病日　

第 8病日　

第 9病日　

第10病日以上　

*初診時病日不明 (入院中含む) 4人を除く 28,516人を集計した。
**初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。

2019年 2020年

［表14］　年齢別、年次別の初診時および初回免疫グロブリン投与開始時病日の分布

免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
投
与
開
始
時
病
日

総 数（％） ２歳未満（％） ２歳以上（％）

初
診
時
病
日
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男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

免疫グロブリン
使用あり

（％）

治療 不応例 (％)

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。

総 数

［表15］　性別、月・年齢別の初回免疫グロブリン使用状況

総 数（％）
免疫グロブリン

使用なし
（％）

総 数*

性

月
・
年
齢

性

月
・
年
齢

［表16］　性別、月・年齢別の初回免疫グロブリンの治療反応性

免疫グロブリン
使用あり（％）

治療 反応例 （％）

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳以上

免疫グロブリン
使用あり

（％）

治療 不応例 (％)

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。

総 数

［表15］　性別、月・年齢別の初回免疫グロブリン使用状況

総 数（％）
免疫グロブリン

使用なし
（％）

総 数*

性

月
・
年
齢

性

月
・
年
齢

［表16］　性別、月・年齢別の初回免疫グロブリンの治療反応性

免疫グロブリン
使用あり（％）

治療 反応例 （％）



−22−

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳－4歳

5歳－9歳

10歳以上

定型例

不定型例

不全型

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳 ―

10歳以上

総 数*

性

月
・
年
齢

診
断

初回免疫グロブリン
使用例（％）

ステロイド併用あり
（％）

パルス
（％）

パルス以外
(％)

［表17］　性別、月・年齢別、診断別のステロイド併用の割合

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く
27,202人を集計した。

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。
注）　(  )内の割合は初回免疫グロブリン使用例  27,202人を分母として算出した。一方で、[  ]内の割合はステロイド併用例3,736人を分
母として算出した。 1人の患者に両方用いている例があるため、横の合計は総数を超える。

月
・
年
齢

総 数（％）
報告施設で投与

（％）
前医で投与

（％）
その他・不明

（％）

総 数*

性

［表18］　性別、月・年齢別の初回免疫グロブリン投与医療機関の内訳

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳－4歳

5歳－9歳

10歳以上

定型例

不定型例

不全型

男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳 ―

10歳以上

総 数*

性

月
・
年
齢

診
断

初回免疫グロブリン
使用例（％）

ステロイド併用あり
（％）

パルス
（％）

パルス以外
(％)

［表17］　性別、月・年齢別、診断別のステロイド併用の割合

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く
27,202人を集計した。

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。
注）　(  )内の割合は初回免疫グロブリン使用例  27,202人を分母として算出した。一方で、[  ]内の割合はステロイド併用例3,736人を分
母として算出した。 1人の患者に両方用いている例があるため、横の合計は総数を超える。

月
・
年
齢

総 数（％）
報告施設で投与

（％）
前医で投与

（％）
その他・不明

（％）

総 数*

性

［表18］　性別、月・年齢別の初回免疫グロブリン投与医療機関の内訳
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1日 2日 3日 4日 5日以上

―

―

その他

男

女

0歳

1－4歳

5－9歳

10歳以上

総 数*

性

年
齢

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。

［表20］　性別、年齢別の初回免疫グロブリン投与量の分布

総 数（％） その他

1300－1499mg/kg

［表19］　初回免疫グロブリンの１日投与量（mg/kg）別、投与日数の分布

総数および％

総 数*

－299mg/kg

300－499mg/kg

500－699mg/kg

700－899mg/kg

900－1099mg/kg

1100－1299mg/kg

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。
注） （　）内と[　]内はそれぞれ縦向きと横向きの％を示す。

1500－1699mg/kg

1700－1899mg/kg

1900－2099mg/kg

2100mg/kg＋

再

掲

1日 2日 3日 4日 5日以上

―

―

その他

男

女

0歳

1－4歳

5－9歳

10歳以上

総 数*

性

年
齢

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。

［表20］　性別、年齢別の初回免疫グロブリン投与量の分布

総 数（％） その他

1300－1499mg/kg

［表19］　初回免疫グロブリンの１日投与量（mg/kg）別、投与日数の分布

総数および％

総 数*

－299mg/kg

300－499mg/kg

500－699mg/kg

700－899mg/kg

900－1099mg/kg

1100－1299mg/kg

*初回免疫グロブリン使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。
注） （　）内と[　]内はそれぞれ縦向きと横向きの％を示す。

1500－1699mg/kg

1700－1899mg/kg

1900－2099mg/kg

2100mg/kg＋

再

掲



−24−

総 数
（％）

免疫グロブリン
追加投与 （％）

ステロイド投与
（％）

インフリキシマブ
投与 （％）

免疫抑制剤
投与 （％）

血漿交換
（％）

総 数
（％）

免疫グロブリン
（IVIG）追加投与

（％）

ステロイド投与
（％）

インフリキシマブ
投与
（％）

免疫抑制剤
投与
（％）

血漿交換
（％）

［表21］　性別、年齢別、診断別の初回免疫グロブリン投与後追加治療法

総 数*

性

男

女

診
断

定型例

不定型例

不全型

年
齢

2歳未満

2歳以上

*初回免疫グロブリン（IVIG）使用例 27,215人のうち１日投与量､投与日数､投与開始時病日不明 13人を除く 27,202人を集計した。
注）　１人の患者に複数の治療法を用いている例があるので、横の合計は総数を超えることがある。

［表22］　性別、年齢別、診断別の初回免疫グロブリン治療不応例に対する追加治療法

総 数*

性

男

女

*［表16］ に示す初回免疫グロブリン不応例 5,541人 を集計した。
注）　１人の患者に複数の治療法を用いている例があるので、横の合計は総数を超えることがある。

年
齢

2歳未満

2歳以上

診
断

定型例

不定型例

不全型
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男

女

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳－4歳

5歳－9歳

10歳以上

あり

なし

あり

なし

あり

なし

定型例

不定型例

不全型

総 数

診
断

［表23］　性別、月・年齢別、心障害の有無別、診断別の転院状況

心
障
害

初
診
時

急
性
期

後
遺
症

月
・
年
齢

総 数（％） 転院あり（％）

性
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男 女

0
－

5
か

月

6
－

1
1
か

月

1
歳

2
歳

3
歳

4
歳

5
歳

6
歳

7
歳

8
歳

9
歳

1
0
歳

以
上

定
型

例

不
定

型
例

不
全

型

［
表

2
4
］
　

性
別

、
月

・
年

齢
別

、
診

断
別

の
B

C
G

接
種

歴
・
接

種
部

位
発

赤
の

有
無

の
分

布

不
 明

 （
％

）
総

 数
*
 （

％
）

な
し

 （
％

）

B
C

G
接

種
部

位
の

発
赤

総
 数

 （
％

）

B
C

G
接

種
歴

*
B

C
G

接
種

歴
の

あ
る

2
5
,3

4
0
人

の
う

ち
、

接
種

部
位

発
赤

の
有

無
が

不
明

の
1
4
1
人

 を
除

外
し

て
集

計
し

た
。

あ
り

 （
％

）
あ

り
 （

％
）

な
し

 （
％

）

診 断

総
 数

性 月 ・ 年 齢
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男 女

0
－

2
か

月
―

3
－

5
か

月

6
－

8
か

月

9
－

1
1
か

月

1
2
－

1
4
か

月

1
5
－

1
7
か

月

1
8
－

2
0
か

月

2
1
－

2
3
か

月

2
4
－

2
9
か

月

3
0
－

3
5
か

月

3
6
－

4
1
か

月

4
2
－

4
7
か

月

4
歳

5
歳

以
上

*
B

C
G

接
種

歴
の

あ
る

2
5
,3

4
0
人

の
う

ち
、

に
B

C
G

接
種

部
位

発
赤

の
有

無
と

発
疹

の
有

無
が

不
明

の
1
4
6
例

を
除

外
し

て
集

計
し

た
（
N

=
2
5
,1

9
4
）
。

総
 数

 （
％

）
総

 数
*
 （

％
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4
症

状

3
症

状

2
症

状

1
症

状
―

―
―

―

［
表
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齢
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期
の
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リ
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腫
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性 月 ・ 年 齢

1
0
歳

以
上

9
歳

8
歳

7
歳

6
歳

総
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 （
％

）
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熱
両

側
眼

球
結

膜
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充
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*
*
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型
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「
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た
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か
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）
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不
定

型
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5
歳

4
歳

3
歳

2
歳

1
歳
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男

女 ―

0－5か月

6－11か月

1歳

2歳 ―

3歳 ―

4歳 ―

5歳 ―

6歳 ―

7歳 ―

8歳 ―

9歳 ―

10歳以上

定型例

不定型例 ―

不全型 ―

*新型コロナウイルス感染症検査に関する情報が不明の100人 を除外して集計した。

診
断

陰 性 （％）

総 数*

性

月
・
年
齢

［表27］　性別、月・年齢別、診断別の新型コロナウイルス感染症PCR検査状況

新型コロナウイルス感染症検査 検査の判定

総 数 （％） 実 施 （％） 未実施（％） 総 数* （％） 陽 性 （％）
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男

女

1歳未満

1－2歳

3－4歳

5歳以上

定型例

不定型例

不全型

［表28］　冠動脈病変の評価におけるZスコアと実測値との比較
（性別、年齢別、診断別）

*初診時・急性期・後遺症のいずれかの時点で小瘤・中等瘤・巨大瘤のいずれかの冠動脈病変が認められた症例を集
計した。狭窄病変・心筋梗塞・弁膜病変は集計から除外した。
注１）　Zスコアと実測値に基づく冠動脈病変の評価基準は本文中の表に記載した通り。
注２）　Zスコアと実測値の両方が記載されていた場合はZスコアを優先して冠動脈病変を評価した。

Zスコア （％） 実測値 （％）

冠動脈拡張病変　あり

総 数 （％）

診
断

総 数*

性

年
齢
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男 女 0
歳

―

1
－

2
歳

3
－

4
歳

5
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上

定
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例

不
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全

型
―

［
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を
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暦年

男

女

［図 ］ 年次別、性別の患者数
千人

男

女

計

歳人口 万対
［図 ］ 年次別、性別の罹患率

暦年

（2019年）
410.1（男）
329.4（女）
370.8（計）

（2020年）
267.3（男）
208.9（女）
238.8（計）

（1982年）
215.8（男）
175.4（女）
196.1（計）

（1986年）
194.7（男）
157.9（女）
176.8（計）

（1979年）
88.1（男）
67.3（女）
78.0（計）
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男

女

人

月

暦年

［図 ］ 年次別、月別、性別の患者数 （2011‒2020年）

男 女

男 女

人

月

［図 ］ 月別、性別の患者数（ 年平均・ 年）
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［図 ］ 性別、月・年齢別の罹患率 （ 年・ 年）

男 年

女 年

男 年

女 年

人口 万対

年齢

歳

［図 ］ 年齢別の患者数 （ 年・ 年）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

年齢

年 年

人
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［図 ］ 都道府県別の罹患率 （ 年・ 年）

年 年

回答率補正
（／0-4歳人口10万／年）

不全型

不定型例

［図 ］ 診断の確実度の年次推移 （1970‒2020年）

暦年
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初診時 （男）

初診時 （女）

急性期 （男）

急性期 （女）

後遺症 （男）

後遺症 （女）

［図 ］ 性別、月・年齢別の心障害の出現頻度 （2019‒2020年）

年齢

％

歳

回 回 回 回 回 回 回 回 回 回 回 回

初診時

急性期

後遺症

［図 ］ 心障害の出現頻度の年次推移 （1997‒2020年）

1997-98 1999-2000 2001-02 2003-04 2005-06 2007-08

％

2009-10 2011-12 2013-14 2015-16 2017-18 2019-20
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患者数（人）

［図 ］ 初回免疫グロブリン治療不応例の年次推移 （2009‒2020年）

暦年

患者数（左軸）

割合（右軸）

割合（％）

［図 ］ 初回免疫グロブリン（ ）＋ステロイド併用療法の年次推移
（2011‒2020年）

ステロイド併用療法全体

ステロイドパルス以外

ステロイドパルス

暦年
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暦年

インフリキシマブ

免疫抑制剤

血漿交換

［図 ］ 初回免疫グロブリン投与後追加治療法のインフリキシマブ、
免疫抑制剤、血漿交換の年次推移 （2007‒2020年）

患者数 （左縦軸）

年齢別の割合 （右縦軸）

［図 ］ 発疹を伴わず 接種部位の発赤を認める患者の分布
（2019‒2020年， ）

0
～
2
か
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～
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か
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発 熱

両側眼球結膜の充血

口唇・口腔所見

四肢末端の変化

急性期の非化膿性頸部リンパ節腫脹

皮疹（ 接種部発赤含む）

［図 ］ 月・年齢別の主要６症状の出現頻度（割合） （2019‒2020年）

年齢

歳

≈
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第２６回全国調査協力施設名（都道府県別、順不同） 

１．北海道 
国立病院機構旭川医療センター 
北海道大学病院 

JR札幌病院 
NTT東日本札幌病院 
札幌医科大学附属病院 

北海道立旭川肢体不自由児総合療育センター 
北海道立羽幌病院 
市立札幌病院 

小樽市立病院 
市立函館病院 
江別市立病院 

千歳市立千歳市民病院 
市立三笠総合病院 
岩見沢市立総合病院 

市立美唄病院 
砂川市立病院 
滝川市立病院 

あかびら市立病院 
市立旭川病院 
名寄市立総合病院 

市立室蘭総合病院 
苫小牧市立病院 
町立中標津病院 

町立別海病院 
市立稚内病院 
留萌市立病院 

総合病院浦河赤十字病院 
清水赤十字病院 
総合病院釧路赤十字病院 

北見赤十字病院 
北海道社会事業協会余市病院 
北海道社会事業協会岩内病院 

北海道社会事業協会帯広病院 
JA北海道厚生連札幌厚生病院 
JA北海道厚生連旭川厚生病院 

JA北海道厚生連帯広厚生病院 
JA北海道厚生連網走厚生病院 
JA北海道厚生連遠軽厚生病院 

地域医療機能推進機構北海道病院 
製鉄記念室蘭病院 
母恋日鋼記念病院 

王子総合病院 
函館厚生院函館中央病院 
函館共愛会共愛会病院 

母恋天使病院 
勤医協札幌病院 
地域医療機能推進機構札幌北辰病院 

日高徳洲会病院 
慶愛慶愛病院 
北楡会札幌北楡病院 

北翔会医療福祉センター札幌あゆみの園 
北海道済生会小樽病院みどりの里 
北海道立子ども総合医療・療育センター 

北斗北斗病院 
雄心会函館新都市病院 
自衛隊札幌病院 

国家公務員共済組合連合会KKR札幌医療センター 
北海道立江差病院 
旭川医科大学病院 

徳洲会札幌徳洲会病院 
渓仁会手稲渓仁会病院 
北晨会恵み野病院 

歓生会豊岡中央病院 
シロアムこどもクリニック 
 

２．青森県 
国立病院機構弘前病院 
弘前大学医学部附属病院 

青森県立中央病院 
青森市民病院 
八戸市立市民病院 

国民健康保険五戸総合病院 
つがる西北五広域連合つがる総合病院 
つがる西北五広域連合かなぎ病院 

中部上北広域事業組合公立七戸病院 
下北医療センターむつ総合病院 
青森県立はまなす医療療育センター 

弘前市立病院 
津軽保健生活協同組合健生病院 
赤心会十和田東病院 

 
３．岩手県 
岩手県立釜石病院 

岩手県立宮古病院 
岩手県立磐井病院 
岩手県立高田病院 

岩手県立大船渡病院 
岩手県立二戸病院 
奥州市総合水沢病院 

盛岡赤十字病院 
岩手医科大学附属病院 
岩手県立中部病院 

岩手県立山田病院 
盛岡医療生活協同組合川久保病院 
みちのく愛隣協会東八幡平病院 

 
４．宮城県 
国立病院機構仙台医療センター 

国立病院機構宮城病院 
東北大学病院 
JR仙台病院 

仙台市立病院 
気仙沼市立病院 
南三陸町南三陸病院 

公立刈田綜合病院 
みやぎ県南中核病院 
登米市立登米市民病院 

仙台赤十字病院 
国家公務員共済組合連合会東北公済病院 
宮城厚生協会坂総合病院 

陽光福祉会仙台エコー医療療育センター 
スズキ病院スズキ記念病院 
東北医科薬科大学病院 

国立病院機構仙台西多賀病院 
光ケ丘愛世会光ケ丘スペルマン病院 
労働者健康安全機構東北労災病院 

自衛隊仙台病院 
徳洲会仙台徳洲会病院 
登米市立米谷病院 

 
５．秋田県 
大館市立総合病院 

男鹿みなと市民病院 
市立秋田総合病院 
市立角館総合病院 

市立横手病院 
秋田赤十字病院 
JA秋田厚生連能代厚生医療センター 

JA秋田厚生連秋田厚生医療センター 
JA秋田厚生連大曲厚生医療センター 
JA秋田厚生連平鹿総合病院 

JA秋田厚生連雄勝中央病院 
明和会中通総合病院 
地域医療機能推進機構秋田病院 

市立大森病院 
秋田県立療育機構秋田県立医療療育センター 
国立病院機構あきた病院 

秋田大学医学部附属病院 
JA秋田厚生連北秋田市民病院 
敬徳会藤原記念病院 

 
６．山形県 
山形県立中央病院 

山形県立新庄病院 
山形市立病院済生館 
北村山公立病院 

鶴岡市立荘内病院 
公立高畠病院 
米沢市立病院 

済生会山形済生病院 
篠田好生会篠田総合病院 
山形県・酒田市病院機構日本海総合病院 

公立置賜総合病院 
山形県立河北病院 
山形大学医学部附属病院 

医療生活協同組合やまがた鶴岡協立病院 
国立病院機構山形病院 
 

７．福島県 
福島県立医科大学附属病院 
公立藤田総合病院 

いわき市医療センター 
福島赤十字病院 
JA福島厚生連白河厚生総合病院 

JA福島厚生連塙厚生病院 
JA福島厚生連坂下厚生総合病院 
大原記念財団大原綜合病院 

湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 
竹田健康財団竹田綜合病院 
ときわ会常磐病院 

太田綜合病院附属太田西ノ内病院 
温知会会津中央病院 
青空会大町病院 

福島県立南会津病院 
国立病院機構福島病院 
星総合病院 

国立病院機構いわき病院 
福島医療生活協同組合医療生協わたり病院 
福島県総合療育センター 

公立相馬総合病院 
 
８．茨城県 

国立病院機構霞ケ浦医療センター 
茨城県立中央病院・茨城県地域がんセンター 
水戸済生会総合病院 

神栖済生会病院 
JA茨城県厚生連総合病院土浦協同病院 
東京医科大学茨城医療センター 

(株)日立製作所ひたちなか総合病院 
茨城保健生活協同組合城南病院 
地域医療振興協会石岡第一病院 
光仁会総合守谷第一病院 
茨城県立こども病院 
威恵会三岳荘小松崎病院 

JA 茨城県厚生連土浦協同病院なめがた地域
医療センター 
龍ケ崎済生会病院 
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茨城県済生会常陸大宮済生会病院 
愛正会愛正会記念茨城福祉医療センター 
同樹会結城病院 

愛宣会ひたち医療センター 
(株)日立製作所日立総合病院 
筑波大学附属病院 

古河赤十字病院 
常仁会牛久愛和総合病院 
筑波麓仁会筑波学園病院 

達生堂城西病院 
茨城県民生活協同組合友愛記念病院 
北茨城市民病院 

JA茨城県厚生連 JAとりで総合医療センター 
清真会丹野病院 
石岡市医師会病院 

筑波メディカルセンター病院 
筑波記念会筑波記念病院 
恒貴会協和中央病院 

茨城県きぬ医師会きぬ医師会病院 
JA茨城県厚生連茨城西南医療センター病院 
 

９．栃木県 
国立病院機構栃木医療センター 
新小山市民病院 

芳賀赤十字病院 
那須赤十字病院 
足利赤十字病院 

済生会宇都宮病院 
JAかみつが厚生連上都賀総合病院 
JA佐野厚生連佐野厚生総合病院 

地域医療機能推進機構うつのみや病院 
日光市民病院 
国立病院機構宇都宮病院 

光風会光南病院 
社団友志会野木病院 
南那須地区広域行政事務組合立那須南病院 

国際医療福祉大学病院 
中山会宇都宮記念病院 
とちぎメディカルセンターとちのき 

全国重症心身障害児（者）を守る会あしかが
の森足利病院 
自治医科大学附属病院 

獨協医科大学病院 
恵生会黒須病院 
西方病院 

 
１０．群馬県 
国立病院機構高崎総合医療センター 

群馬大学医学部附属病院 
桐生厚生総合病院 
公立藤岡総合病院 

公立碓氷病院 
伊勢崎市民病院 
邑楽館林医療事務組合館林厚生病院 

前橋赤十字病院 
富岡地域医療企業団富岡総合病院 
地域医療機能推進機構群馬中央病院 

SUBARU健康保険組合太田記念病院 
利根保健生活協同組合利根中央病院 
島門会本島総合病院 

群馬県立小児医療センター 
西吾妻福祉病院 
菊栄会渋川中央病院 

群馬中央医療生活協同組合前橋協立病院 
希望の家療育センターきぼう 
二之沢愛育会群馬整肢療護園 

はるな生活協同組合高崎中央病院 
下仁田厚生病院 
 

１１．埼玉県 
国立病院機構西埼玉中央病院 

国立病院機構埼玉病院 
蕨市立病院 
春日部市立医療センター 

草加市立病院 
さいたま赤十字病院 
埼玉県済生会川口総合病院 

地域医療機能推進機構埼玉メディカルセンター 
地域医療機能推進機構さいたま北部医療センター 
東光会戸田中央総合病院 

愛友会上尾中央総合病院 
慈正会丸山記念総合病院 
弘人会中田病院 

埼玉県済生会栗橋病院 
北里大学メディカルセンター 
愛和会愛和病院 

川口市立医療センター 
埼玉県立小児医療センター 
ヘリオス会ヘリオス会病院 

秩父市立病院 
本庄福島病院本庄総合病院 
土屋小児病院 

三愛会三愛会総合病院 
壮幸会行田総合病院 
さいたま市民医療センター 

自治医科大学附属さいたま医療センター 
明理会イムス富士見総合病院 
武蔵野会 TMG宗岡中央病院 

埼玉医科大学国際医療センター 
橘会飯能中央病院 
埼玉医科大学病院 

さいたま市立病院 
越谷市立病院 
武蔵野会新座志木中央総合病院 

協友会吉川中央総合病院 
TMGあさか医療センター 
協友会八潮中央総合病院 

防衛医科大学校病院 
聖仁会西部総合病院 
東光会戸田中央産院 

医療生協さいたま生活協同組合埼玉協同病院 
青葉会新座病院 
誠壽会上福岡総合病院 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 
協友会東川口病院 
埼玉医療生活協同組合羽生総合病院 

獨協医科大学埼玉医療センター 
堀ノ内病院 
埼玉医科大学総合医療センター小児科 

東松山市立市民病院 
清幸会行田中央総合病院 
哺育会白岡中央総合病院 

 
１２．千葉県 
国立病院機構千葉医療センター 

国立病院機構下志津病院 
千葉大学医学部附属病院 
千葉県循環器病センター 

千葉市立青葉病院 
地域医療振興協会東京ベイ・浦安市川医療センター 
松戸市立総合医療センター 

総合病院国保旭中央病院 
いすみ医療センター 
君津中央病院企業団国保直営総合病院君津

中央病院 
成田赤十字病院 
千葉県済生会習志野病院 

誠馨会千葉メディカルセンター 
鉄蕉会亀田総合病院 
東京歯科大学市川総合病院 

キッコーマン総合病院 
木下会千葉西総合病院 

圭春会小張総合病院 
加藤病院 
千葉県こども病院 

東邦大学医療センター佐倉病院 
日本医科大学千葉北総病院 
蛍水会名戸ケ谷病院 

誠馨会セコメディック病院 
成田病院 
鎗田病院 

東京女子医科大学附属八千代医療センター 
柏市医療公社柏市立柏病院 
蛍水会名戸ケ谷あびこ病院 

木下会鎌ケ谷総合病院 
沖縄徳洲会四街道徳洲会病院 
東金九十九里地域医療センター東千葉メディカ

ルセンター 
芙蓉会五井病院 
徳洲会成田富里徳洲会病院 

千葉白井病院 
国民健康保険小見川総合病院 
太陽会安房地域医療センター 

聖峰会岡田病院 
国立病院機構千葉東病院 
千葉健生病院 

千葉県千葉リハビリテーションセンター 
明理会行徳総合病院 
明理会新松戸中央総合病院 

聖隷福祉事業団聖隷佐倉市民病院 
東光会北総白井病院 
上総会山之内病院 

労働者健康安全機構千葉労災病院 
成春会北習志野花輪病院 
千葉県勤労者医療協会船橋二和病院 

協友会船橋総合病院 
協友会柏厚生総合病院 
東京勤労者医療会東葛病院 

千葉市立海浜病院 
順天堂大学医学部附属浦安病院 
船橋市立医療センター 

保健会谷津保健病院 
翠明会山王病院 
帝京大学ちば総合医療センター 

東京慈恵会医科大学附属柏病院 
 
１３．東京都 

国立国際医療研究センター病院 
国立成育医療研究センター病院 
国立病院機構東京医療センター小児科 

東京大学医学部附属病院 
東京医科歯科大学医学部附属病院 
国際医療福祉大学三田病院 

NTT東日本関東病院 
JR東京総合病院 
東京逓信病院 

自衛隊中央病院 
東京都立駒込病院 
東京都立墨東病院 

東京都保健医療公社荏原病院 
東京都立大塚病院 
東京都立北療育医療センター 

東京都保健医療公社豊島病院 
青梅市立総合病院 
日野市立病院 

稲城市立病院 
町田市民病院 
公立昭和病院 

日本赤十字社東京都支部大森赤十字病院 
日本赤十字社医療センター 
葛飾赤十字産院 

日本赤十字社東京都支部武蔵野赤十字病院 
東京都済生会中央病院 
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公立福生病院 
地域医療機能推進機構東京山手メディカルセンター 
地域医療機能推進機構東京新宿メディカルセンター 

国家公務員共済組合連合会虎の門病院 
公立学校共済組合関東中央病院 
東京都教職員互助会三楽病院 

聖路加国際大学聖路加国際病院 
北里大学北里研究所病院 
ライフ・エクステンション研究所付属永寿総合病院 

日産厚生会玉川病院 
荻窪病院 
河北医療財団河北総合病院 

杏林大学医学部付属病院 
日本大学病院 
東京慈恵会医科大学附属病院 

東京女子医科大学病院 
慶応義塾大学病院 
東京医科大学病院 

日本医科大学付属病院 
順天堂大学医学部附属順天堂医院 
昭和大学病院 

東邦大学医療センター大橋病院 
東邦大学医療センター大森病院 
東京女子医科大学東医療センター 

日本大学医学部附属板橋病院 
東京慈恵会医科大学葛飾医療センター 
東京慈恵会医科大学附属第三病院 

大坪会東都文京病院 
緑野会東京品川病院 
三井記念病院 

母子愛育会総合母子保健センター愛育病院 
聖母会聖母病院 
浅草寺病院 

同愛記念病院財団同愛記念病院 
康和会久我山病院 
東京医療生活協同組合新渡戸記念中野総合病院 

立正佼成会附属佼成病院 
東京衛生アドベンチスト病院 
勝楽堂病院 

日本心身障害児協会島田療育センター 
東京都同胞援護会昭島病院 
鶴風会東京小児療育病院 

時正会佐々総合病院 
日心会総合病院一心病院 
まつしま産婦人科小児科病院 

東京都保健医療公社多摩南部地域病院 
日本私立学校振興・共済事業団東京臨海病院 
地域医療振興協会東京北医療センター 

日本心臓血圧研究振興会附属榊原記念病院 
東京都立小児総合医療センター 
正志会荒木記念東京リバーサイド病院 

明理会明理会中央総合病院 
順天堂大学医学部附属練馬病院 
永生会南多摩病院 

正志会南町田病院 
青秀会グレイス病院 
東京都保健医療公社多摩北部医療センター 

大和会武蔵村山病院 
沖縄徳洲会武蔵野徳洲会病院 
明芳会 イムス東京葛飾総合病院 

東京都立府中療育センター 
健康文化会小豆沢病院 
公立阿伎留医療センター 

城南福祉医療協会大田病院 
誠志会誠志会病院 
日本医科大学多摩永山病院 
博慈会博慈会記念総合病院 
天童会秋津療育園 
聖ヨハネ会桜町病院 

昭和大学江東豊洲病院 
明芳会板橋中央総合病院 

東京医科大学八王子医療センター 
国立精神・神経医療研究センター病院 
健生会立川相互病院 

労働者健康安全機構東京労災病院 
地域医療振興協会練馬光が丘病院 
大坪会東和病院 

 
１４．神奈川県 
国立病院機構横浜医療センター 

横須賀市立うわまち病院 
国立病院機構相模原病院 
国立病院機構神奈川病院 

厚木市立病院 
神奈川県立病院機構神奈川県立足柄上病院 
横浜市立市民病院 

川崎市立川崎病院 
平塚市民病院 
茅ケ崎市立病院 

小田原市立病院 
三浦市立病院 
JA神奈川県厚生連相模原協同病院 

国家公務員共済組合連合会横浜栄共済病院 
国家公務員共済組合連合会横須賀共済病院 
国家公務員共済組合連合会平塚共済病院 

神奈川県警友会けいゆう病院 
慈啓会大口東総合病院 
愛成会京浜総合病院 

和光会総合川崎臨港病院 
愛仁会太田総合病院 
亮正会総合高津中央病院 

相和会渕野辺総合病院 
親善福祉協会国際親善総合病院 
ワゲン福祉会総合相模更生病院 

労働者健康安全機構横浜労災病院 
横浜市立大学附属病院 
自衛隊横須賀病院 

戸塚共立第２病院 
昭和大学横浜市北部病院 
済生会横浜市東部病院 

鴨居病院 
聖マリアンナ医科大学川崎市立多摩病院 
三成会新百合ヶ丘総合病院 

葵会ＡＯＩ国際病院 
ジャパンメディカルアライアンス座間総合病院 
聖隷福祉事業団聖隷横浜病院 

労働者健康安全機構関東労災病院 
JA神奈川県厚生連伊勢原協同病院 
国家公務員共済組合連合会虎の門病院分院 

藤沢市民病院 
昭和大学藤が丘病院 
聖マリアンナ医科大学病院 

東海大学医学部付属病院 
北里大学病院 
帝京大学医学部附属溝口病院 

川崎医療生活協同組合川崎協同病院 
興生会相模台病院 
神奈川県総合リハビリテーション事業団神奈川

リハビリテーション病院 
済生会横浜市南部病院 
康心会康心会汐見台病院 

徳洲会大和徳洲会病院 
哺育会桜ケ丘中央病院 
徳洲会湘南藤沢徳洲会病院 

愛友会金沢文庫病院 
東海大学医学部付属大磯病院 
ジャパンメディカルアライアンス海老名総合病院 

聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院 
緑成会横浜総合病院 
 

１５．新潟県 
国立病院機構新潟病院 

新潟大学医歯学総合病院 
新潟県立がんセンター新潟病院 
新潟県立新発田病院 

新潟県立吉田病院 
新潟県立十日町病院 
新潟県立中央病院 

長岡赤十字病院 
済生会三条病院 
JA新潟厚生連長岡中央綜合病院 

JA新潟厚生連柏崎総合医療センター 
JA新潟厚生連上越総合病院 
JA新潟厚生連けいなん総合病院 

JA新潟厚生連糸魚川総合病院 
JA新潟厚生連佐渡総合病院 
立川メディカルセンター立川綜合病院 

済生会新潟病院 
共生会中条中央病院 
新潟県地域医療推進機構魚沼基幹病院 

JA新潟厚生連小千谷総合病院 
真仁会五泉中央病院 
新潟市民病院 

恒仁会新潟南病院 
新潟医療生活協同組合木戸病院 
JA新潟厚生連新潟医療センター 

佐渡市立両津病院 
新潟県立坂町病院 
 

１６．富山県 
富山市立富山市民病院 
黒部市民病院 

高岡市民病院 
かみいち総合病院 
射水市民病院 

市立砺波総合病院 
富山県済生会富山病院 
富山県済生会高岡病院 

JA富山厚生連高岡病院 
JA富山厚生連滑川病院 
地域医療機能推進機構高岡ふしき病院 

公立学校共済組合北陸中央病院 
公立南砺中央病院 
藤聖会富山西総合病院 

南砺市民病院 
金沢医科大学氷見市民病院 
富山大学附属病院 

あさひ総合病院 
 
１７．石川県 

国立病院機構金沢医療センター 
金沢大学附属病院 
石川県立中央病院 

金沢市立病院 
国民健康保険小松市民病院 
公立能登総合病院 

加賀市医療センター 
輪島市立輪島病院 
金沢赤十字病院 

白山石川医療企業団公立松任石川中央病院 
白山石川医療企業団公立つるぎ病院 
地域医療機能推進機構金沢病院 

金沢聖霊総合病院 
荒木病院 
公立羽咋病院 

浅ノ川浅ノ川総合病院 
国立病院機構医王病院 
国民健康保険能美市立病院 

珠洲市総合病院 
石川勤労者医療協会城北病院 
金沢医科大学病院 

博友会金沢西病院 
国立病院機構七尾病院 
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公立穴水総合病院 
公立宇出津総合病院 
和楽仁芳珠記念病院 

 
１８．福井県 
国立病院機構敦賀医療センター 

公立丹南病院 
福井県立病院 
坂井市立三国病院 

市立敦賀病院 
杉田玄白記念公立小浜病院 
福井赤十字病院 

地域医療機能推進機構福井勝山総合病院 
国立病院機構あわら病院 
穂仁会大滝病院 

公立小浜病院組合レイクヒルズ美方病院 
新田塚医療福祉センター福井総合クリニック 
福井心臓血圧センター福井循環器病院 

福井愛育病院 
中村病院 
福井大学医学部附属病院 

 
１９．山梨県 
国立病院機構甲府病院 

山梨県立病院機構山梨県立中央病院 
国民健康保険韮崎市立病院 
北杜市立甲陽病院 

国民健康保険富士吉田市立病院 
峡南医療センター富士川病院 
山梨厚生会塩山市民病院 

都留市立病院 
石和共立病院 
康麗会笛吹中央病院 

山梨赤十字病院 
山梨勤労者医療協会甲府共立病院 
山梨厚生会山梨厚生病院小児科 

上野原市立病院 
山梨県立あけぼの医療福祉センター 
山梨大学医学部附属病院 

 
２０．長野県 
国立病院機構信州上田医療センター 

国立病院機構東長野病院 
信州大学医学部附属病院 
長野県立阿南病院 

長野県立病院機構長野県立木曽病院 
諏訪中央病院組合立諏訪中央病院 
岡谷市民病院 

伊那中央病院 
市立大町総合病院 
諏訪赤十字病院 

安曇野赤十字病院 
長野赤十字病院 
飯山赤十字病院 

JA長野厚生連佐久総合病院佐久医療センター 
JA長野厚生連北アルプス医療センターあづみ病院 
JA長野厚生連北信総合病院 

JA長野厚生連南長野医療センター新町病院 
慈泉会相澤病院 
長野県立病院機構長野県立こども病院 

長野市民病院 
信越病院 
中信勤労者医療協会塩尻協立病院 

軽井沢町国民健康保険軽井沢病院 
上伊那医療生活協同組合上伊那生協病院 
南信勤労者医療協会諏訪共立病院 
佐久市立国保浅間総合病院 
国立病院機構まつもと医療センター 
伊南行政組合昭和伊南総合病院 

町立辰野病院 
飯田市立病院 

城西医療財団城西病院 
信濃医療福祉センター 
JA 長野厚生連富士見高原医療福祉センター

富士見高原病院 
JA長野厚生連南長野医療センター篠ノ井総合病院 
JA長野厚生連長野松代総合病院 

健和会健和会病院 
松本市立病院 
中信勤労者医療協会松本協立病院 

 
２１．岐阜県 
国立病院機構長良医療センター 

岐阜県総合医療センター 
岐阜県立多治見病院 
岐阜市民病院 

羽島市民病院 
大垣市民病院 
美濃市立美濃病院 

厚生会多治見市民病院 
土岐市立総合病院 
総合病院中津川市民病院 

下呂市立金山病院 
高山赤十字病院 
JA 岐阜厚生連岐阜・西濃医療センター岐北厚生

病院 
JA 岐阜厚生連岐阜・西濃医療センター西美濃厚
生病院 

JA 岐阜厚生連岐阜・西濃医療センター揖斐厚生
病院 
JA岐阜厚生連中濃厚生病院 

JA岐阜厚生連東濃厚生病院 
公立学校共済組合東海中央病院 
郡上市民病院 

岐阜勤労者医療協会みどり病院 
岐阜大学医学部附属病院 
岐阜県立下呂温泉病院 

国民健康保険飛騨市民病院 
誠広会平野総合病院 
蘇西厚生会松波総合病院 

友愛会岩砂病院・岩砂マタニティ 
 
２２．静岡県 

国立病院機構天竜病院 
静岡県立病院機構静岡県立総合病院 
静岡市立静岡病院 

富士市立中央病院 
富士宮市立病院 
共立蒲原総合病院 

藤枝市立総合病院 
焼津市立総合病院 
菊川市立総合病院 

磐田市立総合病院 
市立湖西病院 
静岡赤十字病院 

伊豆赤十字病院 
浜松赤十字病院 
静岡済生会総合病院 

JA静岡厚生連清水厚生病院 
JA静岡厚生連遠州病院 
浜松医療センター 

順天堂大学医学部附属静岡病院 
聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院 
聖隷福祉事業団総合病院聖隷三方原病院 

地域医療振興協会伊東市民病院 
伊豆七海会熱海所記念病院 
国際医療福祉大学熱海病院 

静岡県立静岡がんセンター 
掛川市・袋井市病院企業団中東遠総合医療センター 
静岡メディカルアライアンス下田メディカルセンター 

静岡県立病院機構静岡県立こども病院 
浜松医科大学医学部附属病院小児科 

国立病院機構静岡てんかん・神経医療センター 
芙蓉協会聖隷沼津病院 
 

２３．愛知県 
国立病院機構名古屋医療センター 
国立病院機構豊橋医療センター 

名古屋大学医学部附属病院 
葵会ＡＯＩ名古屋病院 
名古屋市立東部医療センター 

名古屋市立大学病院 
豊橋市民病院 
岡崎市民病院 

一宮市立市民病院 
公立陶生病院 
半田市立半田病院 

春日井市民病院 
小牧市民病院 
豊川市民病院 

津島市民病院 
あま市民病院 
西尾市民病院 

蒲郡市民病院 
稲沢市民病院 
常滑市民病院 

名古屋第一赤十字病院 
名古屋第二赤十字病院 
JA愛知厚生連海南病院 

JA愛知厚生連豊田厚生病院 
JA愛知厚生連安城更生病院 
JA愛知厚生連江南厚生病院 

地域医療機能推進機構中京病院 
名鉄病院 
日本海員掖済会名古屋掖済会病院 

大雄会総合大雄会病院 
豊田会刈谷豊田総合病院 
宏潤会大同病院 

トヨタ記念病院 
聖霊会聖霊病院 
済生会愛知県三河青い鳥医療療育センター 

清慈会鈴木病院 
尾張健友会千秋病院 
碧南市民病院 

豊田地域医療センター 
愛知県青い鳥医療療育センター 
JA愛知厚生連足助病院 

みよし市民病院 
あいち小児保健医療総合センター 
純正会名古屋西病院 

西知多医療厚生組合公立西知多総合病院 
労働者健康安全機構中部労災病院 
NTT西日本東海病院 

南医療生活協同組合総合病院南生協病院 
藤田医科大学病院 
藤田医科大学ばんたね病院 

愛知医科大学病院 
愛知県医療療育総合センター中央病院 
宝美会総合青山病院 

JA愛知厚生連稲沢厚生病院 
済衆館済衆館病院 
JA愛知厚生連知多厚生病院 

労働者健康安全機構旭労災病院 
新和会八千代病院 
明陽会成田記念病院 

青山病院 
徳洲会名古屋徳洲会総合病院 
 

２４．三重県 
国立病院機構鈴鹿病院 
国立病院機構三重中央医療センター 

三重県立総合医療センター 
三重大学医学部附属病院 
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三重県立志摩病院 
四日市市立四日市病院 
紀南病院組合紀南病院 

伊勢赤十字病院 
地域医療機能推進機構四日市羽津医療センター 
畿内会岡波総合病院 

JA三重厚生連鈴鹿中央総合病院 
名張市立病院 
済生会明和病院 

全心会伊勢慶友病院 
桑名市総合医療センター 
国立病院機構三重病院 

みえ医療福祉生活協同組合津生協病院 
 
２５．滋賀県 

市立大津市民病院小児循環器科 
公立甲賀病院 
近江八幡市立総合医療センター 

彦根市立病院 
長浜市立湖北病院 
高島市民病院 

大津赤十字病院 
長浜赤十字病院 
済生会滋賀県病院 

地域医療機能推進機構滋賀病院 
豊郷病院 
びわこ学園びわこ学園医療福祉センター草津 

誠光会草津総合病院 
大津赤十字志賀病院 
昴会湖東記念病院 

徳洲会近江草津徳洲会病院 
マキノ病院 
国立病院機構東近江総合医療センター 

恭昭会彦根中央病院 
済生会守山市民病院 
滋賀医科大学医学部附属病院 

国立病院機構紫香楽病院 
昴会日野記念病院 
 

２６．京都府 
国立病院機構京都医療センター 
市立福知山市民病院 

国立病院機構舞鶴医療センター 
京都大学医学部附属病院小児科 
京都府立医科大学附属北部医療センター 

京都市立病院機構京都市立病院 
京都中部総合医療センター 
京都第二赤十字病院 

京都第一赤十字病院 
済生会京都府病院 
地域医療機能推進機構京都鞍馬口医療センター 

丹後中央病院 
綾部市立病院 
京都府立舞鶴こども療育センター 

石鎚会京都田辺中央病院 
亀岡市立病院 
京都協立病院 

三菱自動車工業(株)京都製作所三菱京都病院 
国立病院機構宇多野病院 
京都逓信病院 

宇治武田病院 
京都社会事業財団京都桂病院 
美杉会男山病院 

京都山城総合医療センター 
聖ヨゼフ医療福祉センター 
医仁会武田総合病院 

徳洲会宇治徳洲会病院 
啓信会京都きづ川病院 
福冨士会京都ルネス病院 

淀さんせん会金井病院 
京都保健会京都民医連中央病院 

洛和会洛和会音羽病院 
京都市桃陽病院 
京都岡本記念病院 

和松会六地蔵総合病院 
京都府立医科大学小児科小児疾患研究施設内科
部門 

 
２７．大阪府 
国立病院機構大阪医療センター 

国立病院機構大阪南医療センター 
大阪大学医学部附属病院 
大阪市民病院機構大阪市立十三市民病院 

大阪市立大学医学部附属病院 
堺市立病院機構堺市立総合医療センター 
市立池田病院 

市立豊中病院 
市立吹田市民病院 
市立ひらかた病院 

市立東大阪医療センター 
八尾市立病院 
泉大津市立病院 

市立岸和田市民病院 
市立貝塚病院 
りんくう総合医療センター 

大阪赤十字病院 
大阪府済生会中津病院 
大阪府済生会野江病院 

大阪府済生会吹田病院 
大阪府済生会茨木病院 
地域医療機能推進機構大阪病院 

地域医療機能推進機構大阪みなと中央病院 
純幸会関西メディカル病院 
パナソニック健康保険組合松下記念病院 

田附興風会医学研究所北野病院 
住友病院 
日本海員掖済会大阪掖済会病院 

日本生命済生会日本生命病院 
聖バルナバ病院 
石井記念愛染園附属愛染橋病院 

淀川勤労者厚生協会附属西淀病院 
きつこう会多根総合病院 
彰療会大正病院 

同仁会耳原総合病院 
生長会府中病院 
大阪医科大学附属病院 

関西医科大学香里病院 
大阪暁明館大阪暁明館病院 
淀川キリスト教病院 

大阪府済生会千里病院 
真美会大阪旭こども病院 
寺西報恩会長吉総合病院 

若弘会若草第一病院 
大阪市立総合医療センター小児救急科 
枚方公済病院 

四天王寺福祉事業団四天王寺和らぎ苑 
関西医科大学附属病院 
関西医科大学総合医療センター 

弘道会守口生野記念病院 
弘道会萱島生野病院 
徳洲会松原徳洲会病院 

弘道会なにわ生野病院 
啓仁会堺咲花病院 
市立柏原病院 

仙養会北摂総合病院 
大阪労災病院 
国立循環器病研究センター 

徳洲会和泉市立総合医療センター 
高槻赤十字病院 
地域医療機能推進機構星ケ丘医療センター 

阪南医療福祉センター阪南中央病院 
愛仁会千船病院 

清恵会清恵会病院 
徳洲会岸和田徳洲会病院 
愛仁会高槻病院 

近畿大学医学部附属病院 
信愛会交野病院 
大阪府立病院機構大阪はびきの医療センター 

箕面市立病院 
祐生会みどりケ丘病院 
河内友紘会河内総合病院 

徳洲会八尾徳洲会総合病院 
大阪府立病院機構大阪母子医療センター 
生長会阪南市民病院 

同友会共和病院 
生長会ベルランド総合病院 
市立藤井寺市民病院 

孟仁会摂南総合病院 
 
２８．兵庫県 

愛仁会明石医療センター 
神戸大学医学部附属病院 
労働者健康安全機構関西労災病院 

兵庫県立西宮病院 
神戸市立医療センター中央市民病院 
明石市立市民病院 

公立豊岡病院組合立豊岡病院 
西宮市立中央病院 
市立川西病院 

市立伊丹病院 
公立八鹿病院 
赤穂市民病院 

西脇市立西脇病院 
市立芦屋病院 
三田市民病院 

姫路赤十字病院 
済生会兵庫県病院 
地域医療機能推進機構神戸中央病院 

公立学校共済組合近畿中央病院 
甲南医療センター 
顕鐘会神戸百年記念病院 

製鉄記念広畑病院 
直太会母と子の上田病院 
甲南会六甲アイランド甲南病院 

神戸市民病院機構神戸市立西神戸医療センター 
公立宍粟総合病院 
淡路平成会東浦平成病院 

北播磨総合医療センター企業団北播磨総合医
療センター 
栄宏会栄宏会小野病院 

加古川中央市民病院 
兵庫県立丹波医療センター 
神戸市民病院機構神戸市立医療センター西市

民病院 
公立香住病院 
西宮回生病院 

自衛隊阪神病院 
兵庫県立こども病院 
兵庫医科大学病院 

尚和会宝塚第一病院 
聖フランシスコ会姫路聖マリア病院 
尼崎医療生活協同組合尼崎医療生協病院 

晋真会ベリタス病院 
公立神崎総合病院 
国立病院機構神戸医療センター 

神戸アドベンチスト病院 
まほし会真星病院 
純心会パルモア病院 

汐咲会井野病院 
宝塚市立病院 
伯鳳会赤穂中央病院 
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２９．奈良県 
市立奈良病院 
奈良県立医科大学附属病院 

大和高田市立病院 
済生会奈良病院 
地域医療機能推進機構大和郡山病院 

天理よろづ相談所病院 
健生会土庫病院 
奈良県立病院機構奈良県総合リハビリテーショ

ンセンター 
国保中央病院 
近畿大学医学部奈良病院 

高清会高井病院 
南奈良総合医療センター 
藤井会香芝生喜病院 

生駒市立病院 
奈良県立病院機構奈良県総合医療センター 
奈良県立病院機構奈良県西和医療センター 

済生会中和病院 
清心会桜井病院 
友紘会奈良友紘会病院 

 
３０．和歌山県 
和歌山県立医科大学附属病院 

和歌山県立医科大学附属病院紀北分院 
海南医療センター 
公立那賀病院 

橋本市民病院 
有田市立病院 
ひだか病院 

公立紀南病院組合紀南病院 
新宮市立医療センター 
日本赤十字社和歌山医療センター 

曙会和歌浦中央病院 
黎明会北出病院 
くしもと町立病院 

労働福祉事業団和歌山ろうさい病院 
和歌山生協病院 
青松会河西田村病院 

 
３１．鳥取県 
国立病院機構米子医療センター 

鳥取大学医学部附属病院 
鳥取県立中央病院 
鳥取県立厚生病院 

鳥取市立病院 
岩美町国民健康保険岩美病院 
国民健康保険智頭病院 

鳥取赤十字病院 
鳥取県済生会境港総合病院 
日野病院組合日野病院 

同愛会博愛病院 
鳥取県立総合療育センター 
労働者健康安全機構山陰労災病院 

国立病院機構鳥取医療センター 
 
３２．島根県 

大田市立病院 
国立病院機構浜田医療センター 
島根県立中央病院 

松江市立病院 
雲南市立病院 
隠岐広域連合立隠岐病院 

松江赤十字病院 
益田赤十字病院 
東部島根医療福祉センター 

公立邑智病院 
安来市立病院 
島根大学医学部附属病院 
国立病院機構松江医療センター 
昌林会安来第一病院 

島根整肢学園西部島根医療福祉センター 
創健会松江記念病院 
 

３３．岡山県 
国立病院機構岡山医療センター 
岡山大学病院 

岡山市立市民病院 
倉敷市立市民病院 
笠岡市立市民病院 

岡山赤十字病院 
済生会岡山済生会総合病院 
川崎医科大学総合医療センター 

大原記念倉敷中央医療機構倉敷中央病院 
津山慈風会津山中央病院 
水和会水島中央病院 

総合病院水島協同病院 
高梁市国民健康保険成羽病院 
瀬戸内市立瀬戸内市民病院 

同仁会金光病院 
川崎医科大学附属病院 
国立病院機構南岡山医療センター 

創和会重井医学研究所附属病院 
倉敷成人病センター 
緑十字会笠岡中央病院 

労働者健康安全機構岡山労災病院 
昭和会倉敷北病院 
長光会長島病院 

 
３４．広島県 
国立病院機構呉医療センター 

国立病院機構福山医療センター小児循環器科 
広島大学病院 
JR広島病院 

広島逓信病院 
県立広島病院 
広島県立安芸津病院 

広島市立病院機構広島市立広島市民病院 
世羅中央病院企業団公立世羅中央病院 
市立三次中央病院 

広島赤十字・原爆病院 
総合病院三原赤十字病院 
総合病院庄原赤十字病院 

JA広島厚生連尾道総合病院 
JA広島厚生連廣島総合病院 
府中市病院機構府中市民病院 

日立造船健康保険組合因島総合病院 
国家公務員共済組合連合会広島記念病院 
中国電力株式会社中電病院 

マツダ株式会社マツダ病院 
葵会八本松病院 
国立病院機構広島西医療センター 

日本鋼管福山病院 
広島市立病院機構広島市立舟入市民病院 
福山市民病院 

広島医療生活協同組合広島共立病院 
広島市立病院機構広島市立安佐市民病院 
労働者健康安全機構中国労災病院 

広島県立障害者リハビリテーションセンター医
療センター 
公立みつぎ総合病院 

あかね会土谷総合病院 
うすい会高陽ニュータウン病院 
里仁会興生総合病院 

 
３５．山口県 
国立病院機構関門医療センター 

山口大学医学部附属病院 
山口県立総合医療センター 
下関市立市民病院 

山陽小野田市立山陽小野田市民病院 
綜合病院山口赤十字病院 

済生会下関総合病院 
JA山口厚生連周東総合病院 
JA山口厚生連長門総合病院 

地域医療機能推進機構徳山中央病院 
神徳会三田尻病院 
労働者健康安全機構山口労災病院 

鼓ケ浦こども医療福祉センター 
美祢市立病院 
至誠会梅田病院 

済生会豊浦病院 
萩市民病院 
三生会みちがみ病院 

 
３６．徳島県 
国立病院機構徳島病院 

徳島大学病院 
徳島県立中央病院 
徳島市民病院 

つるぎ町立半田病院 
徳島赤十字病院 
JA徳島厚生連吉野川医療センター 

JA徳島厚生連阿南医療センター 
国立病院機構東徳島医療センター 
医正会原田病院 

JA徳島厚生連阿波病院 
徳島赤十字ひのみね総合療育センター 
 

３７．香川県 
坂出市立病院 
三豊総合病院 

高松赤十字病院 
JA香川厚生連屋島総合病院 
JA香川厚生連滝宮総合病院 

地域医療機能推進機構りつりん病院 
小豆島中央病院 
高松市立みんなの病院 

国立病院機構四国こどもとおとなの医療センター 
済生会香川県済生会病院 
香川県立白鳥病院 

カトリック聖ドミニコ宣教修道女会坂出聖マ
ルチン病院 
香川医療生活協同組合高松平和病院 

大樹会総合病院回生病院 
豊南会香川井下病院 
 

３８．愛媛県 
国立病院機構愛媛医療センター 
愛媛県立中央病院 

愛媛県立今治病院 
愛媛県立南宇和病院 
市立八幡浜総合病院 

市立宇和島病院 
松山赤十字病院 
同心会西条中央病院 

労働者健康安全機構愛媛労災病院 
尚温会伊予病院 
順風会天山病院 

生きる会瀬戸内海病院 
積善会十全総合病院 
更生会村上記念病院 
愛媛大学医学部附属病院 
永頼会松山市民病院 
愛媛県立新居浜病院 

済生会今治病院 
 
３９．高知県 

国立病院機構高知病院 
高知県・高知市病院企業団立高知医療センター 
いの町立国民健康保険仁淀病院 

土佐市立土佐市民病院 
佐川町立高北国民健康保険病院 
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高知赤十字病院 
JA高知厚生連 JA高知病院 
須崎くろしお病院 

聖真会渭南病院 
公世会野市中央病院 
高知県立幡多けんみん病院 

高知大学医学部附属病院 
高知県立あき総合病院 
 

４０．福岡県 
国立病院機構小倉医療センター 
国立病院機構九州医療センター 

国立病院機構福岡病院 
国立病院機構福岡東医療センター 
久留米大学医療センター小児科 

九州大学病院 
北九州市立門司病院 
北九州市立医療センター 

産業医科大学若松病院 
北九州市立八幡病院 
大牟田市立病院 

田川市立病院 
筑後市立病院 
福岡赤十字病院 

嘉麻赤十字病院 
福岡県済生会八幡総合病院 
地域医療機能推進機構九州病院 

国家公務員共済組合連合会浜の町病院 
大成会福岡記念病院 
久留米大学病院 

製鉄記念八幡病院 
飯塚病院 
宗像医師会病院 

水光会宗像水光会総合病院 
八女発心会姫野病院 
地域医療振興協会飯塚市立病院 

高邦会福岡山王病院 
遠賀中間医師会おんが病院 
池友会福岡新水巻病院 

共愛会戸畑共立病院 
労働者健康安全機構九州労災病院 
自衛隊福岡病院 

くらて病院 
医療福祉センター聖ヨゼフ園 
正信会水戸病院 

ゆうかり学園ゆうかり医療療育センター 
産業医科大学病院 
福岡大学病院 

福岡医療団千鳥橋病院 
北九州病院北九州総合病院 
北九州市立総合療育センター 

福岡市立こども病院感染症センター感染症科 
徳洲会福岡徳洲会病院 
高邦会高木病院 

健和会大手町病院 
医和基会戸畑総合病院 
朝倉医師会病院 

ふらて会西野病院 
誠和会牟田病院 
健和会京町病院 

福岡大学筑紫病院 
相生会宮田病院 
社会保険田川病院 

福岡大学西新病院 
 
４１．佐賀県 
国立病院機構佐賀病院 
国立病院機構嬉野医療センター 
佐賀県医療センター好生館 

伊万里有田共立病院 
唐津赤十字病院 

佐賀整肢学園こども発達医療センター 
古賀小児科内科病院 
国立病院機構東佐賀病院 

佐賀大学医学部附属病院 
至慈会高島病院 
 

４２．長崎県 
国立病院機構長崎医療センター 
長崎大学病院 

長崎市立病院機構長崎みなとメディカルセンター 
佐世保市総合医療センター 
地域医療振興協会市立大村市民病院 

長崎県病院企業団長崎県壱岐病院 
地域医療機能推進機構諫早総合病院 
国家公務員共済組合連合会佐世保共済病院 

長崎記念病院 
白十字会佐世保中央病院 
国民健康保険平戸市民病院 

医理会柿添病院 
長崎県病院企業団長崎県対馬病院 
長崎県病院企業団長崎県島原病院 

済生会長崎病院 
幸生会諫早療育センター 
平成会女の都病院 

 
４３．熊本県 
国立病院機構熊本医療センター 

熊本大学医学部附属病院 
熊本市立熊本市民病院 
国民健康保険和水町立病院 

荒尾市民病院 
阿蘇医療センター 
小国公立病院 

国保水俣市立総合医療センター 
球磨郡公立多良木病院 
上天草市立上天草総合病院 

熊本赤十字病院 
国家公務員共済組合連合会熊本中央病院 
労働者健康安全機構熊本労災病院 

稲穂会天草慈恵病院 
芳和会くわみず病院 
天草郡市医師会立天草地域医療センター 

谷田会谷田病院 
聖和会有明成仁病院 
黎明会宇城総合病院 

聖粒会慈恵病院 
桜十字桜十字病院 
天草市立牛深市民病院 

熊本市医師会熊本地域医療センター 
山鹿市民医療センター 
坂梨会阿蘇温泉病院 

 
４４．大分県 
国立病院機構別府医療センター 

国立病院機構西別府病院 
中津市立中津市民病院 
大分県立病院 

国東市民病院 
杵築市立山香病院 
大分赤十字病院 

JA大分県厚生連鶴見病院 
藤本育成会大分こども病院 
大分県済生会日田病院 
別府発達医療センター 
大分市医師会立アルメイダ病院 
大分大学医学部附属病院 

大分県医療生活協同組合大分健生病院 
 
４５．宮崎県 

国立病院機構都城医療センター 
宮崎県立宮崎病院小児科 

宮崎県立延岡病院 
宮崎県立日南病院 
高千穂町国民健康保険病院 

都城市郡医師会病院 
育生会井上病院 
宮崎医療生活協同組合宮崎生協病院 

国立病院機構宮崎病院 
宮崎大学医学部附属病院 
宮崎県済生会日向病院 

 
４６．鹿児島県 
国立病院機構鹿児島医療センター 

国立病院機構指宿医療センター 
鹿児島大学病院 
県民健康プラザ鹿屋医療センター 

鹿児島市立病院 
出水市立出水総合医療センター 
人天会鹿児島こども病院 

鹿児島医療生活協同組合国分生協病院 
義順顕彰会種子島医療センター 
霧島市立医師会医療センター 

童仁会池田病院 
慈愛会今村総合病院 
鹿児島県立大島病院 

鹿児島医療生活協同組合総合病院鹿児島生協
病院 
向陽会やまびこ医療福祉センター 

昭和会いまきいれ総合病院 
徳洲会徳之島徳洲会病院 
 

４７．沖縄県 
ユカリア沖縄かんな病院 
海秀会うえむら病院 

沖縄県立北部病院 
沖縄県立中部病院 
沖縄赤十字病院 

琉球大学医学部附属病院 
沖縄県立南部医療センター・こども医療センター 
沖縄県立八重山病院 

沖縄医療生活協同組合沖縄協同病院 
敬愛会中頭病院 
那覇市立病院 

沖縄南部療育医療センター 
沖縄徳洲会南部徳洲会病院 
沖縄徳洲会中部徳洲会病院 

かりゆし会ハートライフ病院 
心和会潮平病院 
沖縄県社会福祉事業団沖縄療育園 

信和会沖縄第一病院 
八重瀬会同仁病院 
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←
住
所
、
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号
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誤
り
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朱
書

川
崎
病
調
査
票
（
第
２
６
回
全
国
調
査
）

に
て
ご
訂
正
下
さ
い
。

P
.

お
願
い

１
．
2
0
1
9
年
1
月
1
日
～
20
20
年
1
2月

31
日
の
２
年
間
に
貴
施
設
を
受
診
し
た
急
性
期
の
川
崎
病
患
者
（ﾌ
ｫ
ﾛ
ｰ
ｱ
ｯﾌ
ﾟは
除
く
）全

員
に
つ
い
て
記
入
し
て
下
さ
い
。

２
．
症
例
が
な
い
場
合
も
下
記
の
Ｑ
１
.「
施
設
に
関
す
る
質
問
」を

ご
記
入
の
上
、
ご
返
送
下
さ
い
。

３
．
他
施
設
よ
り
紹
介
さ
れ
た
患
者
、
他
施
設
へ
転
院
し
た
患
者
も
含
め
ま
す
。

主
治
医

(代
表
者
)ご

芳
名

メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

←
お
問

合
せ
に
使

用
し
ま
す
。

で
き
る
だ

け
ご
記
入

く
だ
さ
い

。

治
療
(前

医
で
の
投
与
分
に
つ
い
て
も
含
む
)

心
障
害

Ｚ
ス

コ
ア

を
記

載
し

た
場

合
は

実
測

値
は

記
載

し
な

く
て

も
よ
い

記
患
者
氏
名

発
病
時
患
者
住
所

性
出
生
年
月
日

初
診
年
月
日

（
貴

院
）

入
イ
ニ
シ
ア
ル

（
貴

院
）

今
回
の
川
崎

主
要

症
状

し
で

き
る

だ
け

和
暦

病
の
症
状
が

急
性
期

後
遺
症

な
姓
･
名
の
順

番
地
は
省
略
す
る

で
ご

記
入

下
さ

い
初
診
年
は
1
か
2

最
初
に
出
た

あ
て
は
ま
る
す
べ
て

※
下

記
を

ＩＧ
投
与
な
し
の
場
合

あ
て
は
ま
る
す
べ
て

初
診

時
い

に
記
入
す
る

両
方

記
載

す
る

必
要

に
○
を
つ
け
る

日
を
第
１
病

に
○
を
つ
け
る

参
照

※
不

応
例

は
上

記
参

照
は

記
入

不
要

に
○
を
つ
け
る

(1
か
月
以
内
の
最
悪
値

(発
症
後
1
か
月
）

↓
は

あ
り

ま
せ

ん
日
と
す
る

（
最
大
値
）
）

※
下

記
を

参
照

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

姓
名

都
道
府
県

H
R

年
1
男

H
:平

成
R
:令

和
初
診
時

市
郡

西
暦

年
2
女

病
日

区
町
村

月
日

Ｑ
１
.｢
施
設
に
関
す
る
質
問
」
（
本
調
査
票
を
２
枚
以
上
使
用
の
場
合
は
１
枚
目
に
ご
記
入
下
さ
い
）

Ｑ
２
.「
死
亡
例
に
関
す
る
質
問
」
（
今
回
の
報
告
の
み
で
な
く
､前

回
ま
で
の
調
査
で
生
存
と
し
て
報
告
さ
れ
､そ

の
後
に
死
亡
し
た
例
も
含
め
て
ご
記
入
下
さ
い

）

患
者
氏
名
(イ
ニ
シ
ア
ル
)

性
出
生
年
月
日

川
崎
病
初
診
年
月
日

死
亡
年
月
日

剖
検

死
亡

原
因

剖
検
の
施
設
名
な
ど

令
和

2
年

8
月

川
崎
病
全
国
疫
学
調
査
事
務
局
作
成

※
後
遺
症
：
3
0
病
日
以
後
の
時
点
で
確
認

さ
れ
た
画
像
上
の
冠
動
脈
異
常
所
見
の
こ

と
を
示
す
。
経
過
に
よ
り
病
変
が
変
化
す

る
こ
と
か
ら
、
原
則
と
し
て
、
発
病
後
1
か
月

前
後
で
の
所
見
を
記
載
す
る
。

川
崎
病
の

家
族
歴

あ
て
は
ま
る

す
べ
て
に
○

を
つ
け
る

診
断
の

確
実
度

初
診
時

病
日

初
回
ＩＧ
投
与
機
関

1
貴
院

2
前
医

3
そ
の
他

開
始

病
日

１
日

m
g/
kg

×
日

1
追
加
ＩG

2
ス
テ
ロ
イ
ド

3
I
n
f
l
i
x
i
m
a
b

4
免
疫
抑
制
剤

5
血
漿
交
換

初
回

免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン

（Ｉ
Ｇ
）投

与

初
回
ＩＧ

投
与
方
法

初
回
ＩＧ

投
与
後
の

追
加
治
療
法

発
疹
の
有
無

・
B
C
G
接
種
部
位

の 発
赤

・
発
疹
1
な
し

2
あ
り

・
B
C
G
接
種
歴

1
な
し
2
あ
り
3
不
明

･
接
種
部
位
の
発
赤

1
な
し

2
あ
り

1
実
施

陽
性

陰
性

2
未
実
施

1
父

2
母

3
兄

弟
姉

妹

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

今
回

の
発

症

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

ィ
ル

ス
感

染
症

(
S
A
R
S
-
C
o
V
-
2
)

の
P
C
R
検

査
（

抗
原

検
査

も

含
む

）

1
初
発

2
再
発

1
発
熱

2
両
側
眼
球
結
膜
の
充
血

3
口
唇
・
口
腔
所
見

4
四

肢
末

端
の

変
化

5
急
性
期
の
非
化
膿
性

頸
部
リ
ン
パ
節
腫
脹

1
確
実
A

2
確
実
B

3
不
全
型

主
要
症
状
の
数

(
/
６

)

1
IG
投
与
な
し

2
IG
投
与
あ
り

(
不

応
例

で
は

な
い

)

3
IG
投
与
あ
り

(
不

応
例

)
※

4
ス
テ
ロ
イ
ド

併
用
あ

り
1
.
ﾊ
ﾟ
ﾙ
ｽ

2
.
ﾊ
ﾟ
ﾙ
ｽ
以
外

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

※
不
応
例
：
通
常
総
量
2
g/
kg
の
IV
IG

投
与
終
了
後
2
4
時
間
以
上
持
続
す
る

発
熱
、
ま
た
は
2
4
時
間
以
内
に
再
発
熱

が
認
め
ら
れ
た
場
合
と
す
る
。
判
定
に

は
発
熱
以
外
の
急
性
期
症
状
や
検
査

結
果
の
改
善
度
も
勘
案
す
る
。

※
確
実
Ａ
：
a.
６
つ
の
主
要
症
状
の
う
ち
、
経
過
中
に
５
症
状
以
上
を
呈
す
る
場
合

確
実
Ｂ
：
b
.４
主
要
症
状
し
か
認
め
ら
れ
な
く
て
も
、
他
の
疾
患
が
否
定
さ
れ
、
経
過
中
に
断
層
心
エ
コ
ー
法
で
冠
動
脈
病
変
（
内
径
の
Z
ス
コ
ア

+
2
.5
以
上
、
ま
た
は
実
測
値
で

５
歳
未
満

3
.0
m
m
以
上

５
歳
以
上

4
.0
m
m
以
上
）
を
呈
す
る
場
合

不
全
型
：
c
.３
主
要
症
状
し
か
認
め
ら
れ
な
く
て
も
他
の
疾
患
が
否
定
さ
れ
冠
動
脈
病
変
を
呈
す
る
場
合

d
.主
要
症
状
が
３
ま
た
は
４
症
状
で
冠
動
脈
病
変
を
呈
さ
な
い
が
、
他
の
疾
患
が
否
定
さ
れ
、
参
考
条
項
か
ら
川
崎
病
が
も
っ
と
考
え
ら
れ
る
場
合

e
.２
主
要
症
状
以
下
の
場
合
に
は
、
特
に
十
分
な
鑑
別
診
断
を
行
っ
た
う
え
で
、
不
全
型
川
崎
病
の
可
能
性
を
検
討
す
る

↑
貴

院
か

ら
他

院
へ

転
院

さ
せ

た
場

合
は

○

1
平
成

3
1
年

令
和

1
年

(2
01
9
)

2
令
和

2
年

(2
02
0
)

月
日

1.
男

2.
女

昭
・平

・令
年

月
日

姓
名

1.
な
し

2.
あ
り

1
.
今

回
の

報
告

例

2
.
前
回
ま
で
の
報
告
例

1
.
今

回
の

報
告

例

2
.
前
回
ま
で
の
報
告
例

姓
名

1.
男

2.
女

１
．
貴
院
の
ベ
ッ
ド
数
は
い
く
つ
で
す
か
。

病
院
全
体

床
小
児
科
一
般
病
床

床

２
．
貴
院
の
小
児
科
医
は
何
人
で
す
か
。

常
勤
小
児
科
医

人
非
常
勤
小
児
科
医

人

そ
の
う
ち
循
環
器
を
専
門
と
す
る
小
児
科
医

常
勤
小
児
科
医

人
非
常
勤
小
児
科
医

人

３
．
貴
院
で
は
急
性
期
の
心
障
害
も
心
後
遺
症
も
な
い
川
崎
病
既
往
児
を
い
つ
ま
で
観
察
す
る
か
の
原
則
を
決
め
て
い
ま
す
か
。

1)
決
め
て
い
な
い
（主

治
医
の
判
断
に
ゆ
だ
ね
て
い
る
）

2)
決
め
て
い
る
→
a)
罹
患
後
１
年
ま
で

b)
罹
患
後
５
年
ま
で

c
)
小
学
校
入
学
ま
で

d)
中
学
校
入
学
ま
で

e)
高
校
入
学
ま
で

f)
そ
の
他

４
．
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
症

(
S
A
R
S
-
C
o
V
-
2
)
に
関
連
し
て
川
崎
病
患
者
で
下
記
の
よ
う
な
重
症
例
は
あ
り
ま
し
た
か
。

1)
人
工
呼
吸
器
装
着

1.
な
し

2.
あ
り

2
)
カ
テ
コ
ラ
ミ
ン
投
与

1.
な
し

2
.
あ
り

昭
・平

・令
年

月
日

昭
・平

・令
年

月
日

昭
・
平
・
令

年

月
日

初
回
ＩＧ
投
与
機
関

1
貴
院

2
前
医

3
そ
の
他

開
始

病
日

１
日

m
g/
kg

×
日

1
追
加
ＩG

2
ス
テ
ロ
イ
ド

3
I
n
f
l
i
x
i
m
a
b

4
免
疫
抑
制
剤

5
血
漿
交
換

・
発
疹
1
な
し

2
あ
り

・
B
C
G
接
種
歴

1
な
し
2
あ
り
3
不
明

･
接
種
部
位
の
発
赤

1
な
し

2
あ
り

1
実
施

陽
性

陰
性

2
未
実
施

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
初
発

2
再
発

1
発
熱

2
両
側
眼
球
結
膜
の
充
血

3
口
唇
・
口
腔
所
見

4
四

肢
末

端
の

変
化

5
急
性
期
の
非
化
膿
性

頸
部
リ
ン
パ
節
腫
脹

1
確
実
A

2
確
実
B

3
不
全
型

主
要
症
状
の
数

(
/
６

)

1
IG
投
与
な
し

2
IG
投
与
あ
り

(
不

応
例

で
は

な
い

)

3
IG
投
与
あ
り

(
不

応
例

)
※

4
ス
テ
ロ
イ
ド

併
用

あ
り

1
.
ﾊ
ﾟ
ﾙ
ｽ

2
.
ﾊ
ﾟ
ﾙ
ｽ
以

外

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
平
成

3
1
年

令
和

1
年

(2
01
9
)

2
令
和

2
年

(2
02
0
)

月
日

初
回
ＩＧ
投
与
機
関

1
貴
院

2
前
医

3
そ
の
他

開
始

病
日

１
日

m
g/
kg

×
日

1
追
加
ＩG

2
ス
テ
ロ
イ
ド

3
I
n
f
l
i
x
i
m
a
b

4
免
疫
抑
制
剤

5
血
漿
交
換

・
発
疹
1
な
し

2
あ
り

・
B
C
G
接
種
歴

1
な
し
2
あ
り
3
不
明

･
接
種
部
位
の
発
赤

1
な
し

2
あ
り

1
実
施

陽
性

陰
性

2
未
実
施

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
初
発

2
再
発

1
発
熱

2
両
側
眼
球
結
膜
の
充
血

3
口
唇
・
口
腔
所
見

4
四

肢
末

端
の

変
化

5
急
性
期
の
非
化
膿
性

頸
部
リ
ン
パ
節
腫
脹

1
確
実
A

2
確
実
B

3
不
全
型

主
要
症
状
の
数

(
/
６

)

1
IG
投
与
な
し

2
IG
投
与
あ
り

(
不

応
例

で
は

な
い

)

3
IG
投
与
あ
り

(
不

応
例

)
※

4
ス
テ
ロ
イ
ド

併
用

あ
り

1
.
ﾊ
ﾟ
ﾙ
ｽ

2
.
ﾊ
ﾟ
ﾙ
ｽ
以

外

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

初
回
ＩＧ
投
与
機
関

1
貴
院

2
前
医

3
そ
の
他

開
始

病
日

１
日

m
g/
kg

×
日

1
追
加
ＩG

2
ス
テ
ロ
イ
ド

3
I
n
f
l
i
x
i
m
a
b

4
免
疫
抑
制
剤

5
血
漿
交
換

・
発
疹
1
な
し

2
あ
り

・
B
C
G
接
種
歴

1
な
し
2
あ
り
3
不
明

･
接
種
部
位
の
発
赤

1
な
し

2
あ
り

1
実
施

陽
性

陰
性

2
未
実
施

1
冠

動
脈

瘤
・

拡
大

Ｚ
ｽ
ｺ
ｱ

(
)

実
測

値
(

)
㎜

2
狭

窄

3
心

筋
梗

塞

4
弁

膜
病

変

1
初
発

2
再
発

1
発
熱

2
両
側
眼
球
結
膜
の
充
血

3
口
唇
・
口
腔
所
見

4
四

肢
末

端
の

変
化

5
急
性
期
の
非
化
膿
性

頸
部
リ
ン
パ
節
腫
脹

1
確
実
A

2
確
実
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